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独立行政法人産業技術総合研究所 中期計画 

 

認可 平成２２年３月２９日 

変更認可 平成２３年１２月１５日 

変更認可 平成２４年３月２８日

変更認可 平成２５年３月２９日 

変更認可 平成２６年３月３１日 

 

独立行政法人産業技術総合研究所（以下、「産総研」という。）は、平成１３年４月

の発足以来、旧工業技術院時代の研究所単位の研究活動を統合して、今後の産業

技術シーズとなる大学等の基礎的研究の成果を民間企業が行う製品化につなぐた

めに出口を見据え基礎から製品化に至る連続的な研究（「本格研究」）を一貫して推

進し、我が国のイノベーション創出に大きく貢献をしてきた。また、同時に、研究所内

の資源配分を旧工業技術院の枠組みにとらわれずに最適化し、社会的、政策的な研

究ニーズに応じて機動的かつ柔軟に研究組織の廃止又は新設を行う等の適時、か

つ、適確な見直しを行い、イノベーション創出と業務の効率化を両立させるよう努めて

きた。 

このような取組により、これまでに管理費を削減するなどの効率化を図る一方で、

第１期、第２期中期目標期間における特許や計量標準等の目標を達成するとともに、

国際的な研究開発能力の指標である論文被引用件数についても材料科学分野では

世界第４位、化学分野では世界第１９位と高い成果を挙げてきた。 

第３期は、近年の技術の高度化、複雑化により基礎的研究と製品化研究の間に存

在する技術課題が増大し、基礎的研究の成果を製品化につなぐという産総研の機能

がこれまで以上に重要とされる中、政府として実現を目指している「課題解決型国家」

に貢献するため、「２１世紀型課題の解決」「オープンイノベーションハブ機能の強化」

を大きな柱に位置づけて、重点的に研究開発等に取り組む。 

①２１世紀型課題の解決 

○経済と環境の両立、国民生活向上等への研究開発による貢献 

経済と環境を両立する「グリーン・イノベーション」の推進のため、太陽光発電

等の低炭素社会実現に貢献する技術等を開発するとともに、国民生活向上の

ための「ライフ・イノベーション」の推進のために、創薬、医療、介護を支援する

技術等の開発を行う。また、産総研の優位性を活かし情報通信技術、材料、

部材技術等の革新的な技術開発を行う他、地域においても、地域ニーズを踏

まえた国内最高水準の研究開発を行う。 

○新時代の産業基盤の整備 

計量標準の充実及び高度化、地質情報の整備等とともに、新規技術の性能
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及び安全性評価、国際標準化等により、産業や社会の「安全・安心」を支える

基盤整備を行う。 

 

②オープンイノベーションハブ機能の強化 

○新たなイノベーションシステムの構築 

産学官が一体となって研究開発や実用化、標準化等を推進するための「場」

を産総研が提供する。産総研施設の外部利用、地域の中小企業等やアジア

等との連携を含め、オープンイノベーションのハブとなるための新たなイノベー

ションシステムを構築する。 

○イノベーティブな人材養成の推進 

我が国の産業技術の向上に資することができる人材を社会に輩出するため、

ポスドク等の若手研究者の育成や中小企業等の企業研究者の受入れ等を行

う。 

産総研は、上記の取組を実施するにあたり、例えば「グリーン・イノベーション」分野

での太陽光発電技術等や「ライフ・イノベーション」分野での生活支援ロボット等、産

総研が第１期、第２期中期目標期間を通じて蓄積してきた実績を更に発展させる形で、

取り組む。また、産総研が果たすべき社会における役割を強く認識し、我が国社会の

一員として、また各研究拠点が設置されている地域社会の一員として、社会に開かれ、

社会で活用され、社会とともに歩むことを通じて、世界をリードする研究成果等を創出

することにより、人類の持続的成長に大きく貢献する。 

 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１．「課題解決型国家」の実現に向けた研究開発の重点分野 

（１）世界をリードする「グリーン・イノベーション」、「ライフ・イノベーション」の推

進 

・グリーン・イノベーションの推進のため、太陽光発電、次世代自動車、ナノ材

料、情報通信の省エネルギー化等の技術開発を加速化する。太陽光発電

技術については、大幅な性能向上と低コスト化を目指し、薄膜シリコン等の

太陽電池デバイス材料の効率を相対値で１０％向上させるとともに、太陽

光発電システム普及のための基盤となる基準セル校正技術、性能・信頼

性評価技術等を開発し、それらを産業界に供給する。 

 次世代自動車普及の鍵となる蓄電池について、安全・低コストを兼ね備

えた高エネルギー密度（単電池で２５０Wh/kg 以上）を設計可能な電池機

能材料（正極材料、負極材料等）を開発する。また、燃料電池自動車用水

素貯蔵技術として、高い貯蔵量（５重量％）と優れた繰り返し特性を有する

材料の設計技術を開発する。 
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 部材、部品の軽量化や低消費電力デバイス等への応用が可能なカーボ

ンナノチューブについて、キログラム単位で単層カーボンナノチューブのサ

ンプル提供が可能な６００g/日の生産規模の量産技術を開発し、キャパシ

タ、炭素繊維、太陽電池等へ応用する。 

 情報通信機器の省エネルギー（記憶素子の置き換えによりパソコンの待

機電力を約１／５に削減）を可能とする不揮発性メモリ（電源オフでのメモリ

保存）技術を開発する。 

 

・ライフ・イノベーションの推進のため、先進的、総合的な創薬支援、医療支

援、遠隔医療支援、介護・福祉ロボット等の技術開発を推進する。創薬、再

生医療技術については、創薬過程の高速化や再生医療基盤整備のため

に、iPS細胞の作製効率を１０倍程度（現行１％から１０％程度に）に引き上

げる技術を開発する。 

 遠隔医療システムについては、遠隔地から指導可能な手術手技研修シ

ステムを開発し、低侵襲治療機器に即したトレーニングシステムに適用す

る。 

 介護及び福祉のための生活支援ロボットについては、製品化に不可欠な

実環境下での安全の確立を目指して、ロボットの新しい安全基準を構築し、

ロボットを安全に動作させる際に必要な基盤技術として１５種類以上の日

常生活用品を対象とした物体把持技術等を開発する。 

 

・技術のシステム化としては、電力エネルギーの高効率利用のための低損失

高耐圧なパワーデバイス技術等と再生可能エネルギー利用機器とを組み

合わせて安定した電力を供給するためのネットワークの設計及び評価、マ

ネジメントの技術等の開発を行う。また、早期の社会導入を目指して、数十

戸規模の住宅を対象とした実証研究を行う。 

 

（２）他国の追従を許さない先端的技術開発の推進 

・デバイス材料のナノ構造の最適化により、省エネルギー型ランプの光

源となる光取出し効率８０％以上の超高効率な赤色及び黄色発光ダ

イオードを開発する。 

・マイクロ電子機械システム（MEMS）製造技術により超小型の通信機能付き

電力エネルギーセンサチップを試作し、電力エネルギー制御の最適化に

よりクリーンルーム等の製造現場の消費エネルギーを１０％削減するシス

テム技術の開発を行う。 
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２．地域活性化の中核としての機能強化 

（１）地域経済の競争力を支える最高水準の研究開発の推進 

・各地域センターは、北海道センターの完全密閉型遺伝子組換工場等を利

用したバイオものづくり技術や関西センターの蓄電池関連材料の評価技

術等に基づくユビキタス社会のための材料技術、エネルギー技術などの

ように、地域の産業集積、技術的特性に基づいた地域ニーズ等を踏まえ

て、研究分野を重点化し、地域経済の競争力を支える最高水準の研究開

発を推進する。 

・各地域センターは、各地域の特徴を活かした分野において、大学、公設試

験研究機関等と連携して、企業の研究人材を積極的に受け入れ、最先端

設備の供用やノウハウを活かした共同研究等を実施し、国際水準の研究

開発成果を地域産業へ橋渡しすることにより、地域の活性化に貢献する。 

 

（２）中小企業への技術支援・人材育成の強化 

・各地域センターは、公設試験研究機関等と連携し、中小企業との共同研

究等に加えて、最先端設備の供用やノウハウ等を活かした実証試験・性

能評価等による中小企業の製品への信頼性の付与等の技術支援、技術

開発情報の提供等を行い、中小企業の技術シーズの実用化を推進する。 

・産総研と公設試験研究機関等で構成する産業技術連携推進会議等を活

用して、地域企業ニーズに基づく中小企業、公設試験研究機関及び産総

研の新たな共同研究の形成や、研究成果移転や機器の相互利用促進の

ための研究会の設置等により中小企業技術支援体制の充実を図る。 

・共同研究や技術研修等の活動を通じて、地域の産業界の研究人材を受け

入れ、基盤的な研究活動等を共同で実施し、産業化への橋渡し研究に活

躍できる人材育成を行う。 

・産総研が地域におけるハブとなり、地域を巻き込んだ産学官連携の中核

となって研究開発を推進することにより、第３期中期目標期間中に３，００

０件以上の中小企業との共同研究等を実施するとともに、１０，０００件以

上の技術相談を実施する。 

 

３．産業や社会の「安全・安心」を支える基盤の整備 

（１）国家計量標準の高度化及び地質情報の戦略的整備 

・我が国の技術革新や先端産業の国際競争力を支え、また新素材、新製品

の安全性や信頼性を評価する基盤として必要な計量標準６２種類を新た

に開発し、供給を開始する。また、第１期、第２期を通じて開発した計量標

準約５３０種類を維持、供給するとともに、産業現場のニーズに応える高度
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化、合理化を進め、トレーサビリティの普及を促進する。 

・国土と周辺域において地質の調査を実施し、国土の基本情報として社会

の要請に応えた地球科学基本図の作成及び関連情報の整備を行う。具体

的には資源エネルギーの安定確保、防災等に資するため、従来に比して

電子化などにより利便性を高めた各種地質図や活断層及び活火山などの

データベース等を整備、供給する。また、第３期中期目標期間中に５万分

の１地質図幅を計２０図幅作成する。 

 

（２）新規技術の性能及び安全性の評価機能の充実 

・新たに生み出された製品やサービスに対して、その性能や安全性を客観

的に評価する計測、評価及び分析技術を開発し、試験方法、試験装置及

び規格等の作成を通じて普及させる。その際、企業及び業界団体や、基準

認証関係機関とコンソーシアムを形成し、開発、作成、普及を加速する。ま

た、国際標準化活動をコンソーシアム活動に反映するために、それぞれの

プロジェクトを横断的に管理する組織を平成２２年度中に産総研に設置し

て、基準認証関係機関との連携を促進し、効果的な標準化活動を推進す

る。 

・我が国の認証体制を強化するために、新たな技術に対する試験法及び評

価方法の標準化を推進し、人材育成などにより技術の民間移転を推進す

る。 

・性能・安全性評価のために必要な知的基盤として、信頼性が明示された材

料特性等のデータベースの整備、供給を推進する。 

 

（３）研究開発成果の戦略的な国際標準化、アジアへの展開 

・我が国の産業競争力の向上のため、標準化が求められる技術については、

その研究開発の開始に際して、あらかじめ標準化することを前提として計

画的に実施するなど、国際及び国内標準化を重視した取組を行う。 

・国際標準化を検討する国際会議への派遣等を前提とした、国際標準化活

動における第３期中期目標期間終了時までのエキスパート登録数は、１０

０名以上を目標とする。 

・バイオマス燃料の品質評価等の標準及び適合性評価技術のアジア諸国

での円滑な定着等、アジア諸国との研究協力、標準化に向けた共同作業

を推進する。 

・国際標準化を計画的に推進することにより産総研の成果を基とした国内

提案も含めた標準化の第３期中期目標期間中の素案作成数は、１００件

以上、うちアジア諸国との共同で１５件以上を目標とする。 
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４．「知恵」と「人材」を結集した研究開発体制の構築 

（１）産学官が結集して行う研究開発の推進 

・産総研のインフラをコアにして、産業界、大学及び公的研究機関の多様な

人材や研究施設等を集約した最先端のナノテク拠点を構築し、既存電子デ

バイスの基本的限界を打破し、微細化や低消費電力化をもたらす高性能、

高機能なナノスケールの電子、光デバイスの開発を行う。 

・太陽光発電では我が国唯一の一次基準太陽電池セルの校正機関として

の知見を生かし、大規模フィールドテストや屋外評価技術等の拠点化を行

い、実用化に必要な研究開発を加速する。 

・革新的な電池材料や評価技術の開発を行うための拠点を、材料分野にお

いて世界的なシェアを有する国内複数企業を結集し、構築する。 

・生活支援ロボットでは世界初となるロボットの新しい安全基準を構築し、実

証試験を行うための拠点を構築する。 

・施設や設備の外部利用を促進することで効率的に成果を生み出す制度を

構築する。共同研究時の知的財産の保有に関して、技術移転、製品化等

を促進するためのル－ル作り等を行う。 

・省庁間の壁を超えて、我が国の研究開発能力を結集した研究成果の実用

化・製品化の取組における中核的な結節点としての機能の発揮について

積極的に検討する。その際、国費により研究開発を行っている研究開発

独立行政法人などとの連携を図ることにより、国費による研究開発のより

効果的な研究開発体制構築や成果の実用化や製品化に向けた取組の強

化をも目指す。 

・これにより、産総研の「人」又は産総研という「場」を活用する形で実施され

る外部資金による研究規模が、第３期中期目標期間終了時までに産総研

運営費交付金の５０％以上となることを目指す。 

・世界トップに立つ研究機関を目指すべく、年間論文総数で５，０００報以上

を目指すとともに、論文の被引用数における世界ランキングにおける順位

の維持向上を図る。 

 

（２）戦略的分野における国際協力の推進 

・世界各国の研究情勢の把握と有力研究機関との有機的連携に基づき、効

率的かつ効果的に研究開発を実施するとともに、国際的研究競争力強化

のための研究者海外派遣、研究者招へいによる人材交流を促進する。 

・特に、低炭素社会実現のため、クリーン・エネルギー技術分野で再生可能

エネルギー研究所をはじめとする米国国立研究所と密接に連携し、燃料
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電池、バイオマス燃料等再生可能エネルギー関連技術、省エネルギー材

料、デバイス技術等に関する共同研究、研究者の派遣及び受入れ、ワー

クショップの開催等による新たな研究テーマの発掘などの協力を拡大、加

速する。 

・また、マレーシア標準工業研究所、タイ国家科学技術開発庁、南アフリカ

地質調査所、ブラジルリオデジャネイロ連邦大学などのアジア・BRICｓ諸

国等の代表的研究機関との相互互恵的パートナーシップにより、バイオマ

ス利活用、クリーンコール技術、医工学技術、環境浄化技術、レアメタル

資源評価等を中心に現地における実証、性能評価を含む研究協力を推

進し、アジア・BRICｓ諸国等における課題解決に貢献する。 

・さらに、仏国立科学研究センター、ノルウェー産業科学技術研究所など欧

州の先進研究機関とロボティクス、環境・エネルギー技術、製造技術等で

の連携、その他新興国等も含む協力を推進する。 

・以上の実現のため、第３期中期目標期間中において包括研究協力覚書機

関との研究ワークショップ等を計５０回以上開催する。 

 

（３）若手研究者のキャリアパス支援及び研究人材の交流推進 

・産総研イノベーションスクールにおいて、本格研究に関する講義、研究実

践のためのツールを用いた研修、産総研と関連のある企業での OJT 等を

通じて、基礎的研究を製品化まで橋渡しできるイノベーティブな博士研究者

等を育成し、社会に輩出する。また、専門技術者育成事業、連携大学院制

度等により、我が国の産業技術の向上に資することができる人材を輩出す

る。 

・イノベーションスクールについては、ノウハウを社会に広く普及するため、

大学等のポスドクや博士課程の学生を受け入れるなど、他機関とも連携し

て博士研究者の育成を行っていく。 

・外部研究員の受け入れ及び産総研研究員の外部派遣などにより、研究水

準の向上及び研究成果の産業界への円滑な移転等を推進する。 

・第３期中期目標期間終了時までに、民間企業、大学等への人材供給や外

部からの受け入れ５，０００名以上を目指す。 

 

５．研究開発成果の社会への普及 

（１）知的財産の重点的な取得と企業への移転 

・産総研の技術を有効に社会普及させるために、産総研として取得し管理

すべき知的財産権に関する方針を平成２２年度中に策定し、コアとなる技

術に加え、その周辺技術や応用技術についても戦略的に特許を取得する
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ことで効果的に技術移転を行う。また、成果の民間等への移転のために

外部の技術移転機関（TLO）を活用していたが、第３期中期計画開始に合

わせて産総研内部に技術移転機能を取り込むことで関連部署との連携を

強化し、より効果的に技術移転を行うことのできる体制を構築する。 

・研究成果の社会還元を積極的に推進するため、成果移転対価の受領方

法を柔軟化することで、技術移転の一層の推進を目指す。また、金銭以外

の財産での受領の際には、審査委員会等を設置し妥当性等を事前に審

査することで適切な運営に努める。 

・第３期中期目標期間終了時までに８００件以上の実施契約件数を目指す。 

 

（２）研究開発成果を活用したベンチャー創出支援 

・競争力あるベンチャー創出のため、大学等他機関の研究成果も積極的に

活用し、加えて産総研のポテンシャルをもって事業化を支援する取り組み

を行う。また、職員のベンチャー企業への兼業の促進及び共同研究の推

進等産総研との連携強化並びに外部のベンチャー支援機関との緊密な連

携を通じて、内外の研究成果を産総研のベンチャー創出、育成及び支援

を経て事業化する独自のモデルを構築し発展させる。 

・また、ベンチャー企業からの収入を増加させるため、成果移転の対価として

金銭以外の財産での受領の可能性を検討する。なお、その対価の受領に

あたっては審査委員会等を設置し妥当性等を事前に審査することで適切

な運営に努める。 

 

（３）研究開発成果を活用しようとする者への出資による実用化支援 

・研究開発の成果の実用化及びこれによるイノベーションの創出を図るため、

産総研の研究開発の成果を事業活動において活用しようとする者に対し、

出資（金銭の出資を除く。）並びに人的及び技術的援助の業務を行う。 

 

（４）企業や一般国民との直接対話を通じた広報の強化 

・報道機関等を通じた情報発信を積極的に実施するとともに、サイエンスカ

フェ、出前講座、実験教室等の国民との対話型活動も充実させる。一般国

民が手軽に産総研を知ることができる有効な手段の一つであるホームペ

ージの抜本的な改善を始め、広報誌、メールマガジン等の様々な広報手

段を活用し、効率的かつ効果的な広報活動を推進する。 

・一般公開やオープンラボ、産総研キャラバン、サイエンスカフェ、出前講座、

実験教室などは第３期中期目標期間中に２００回以上開催する。 
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６．その他 

・特許生物の寄託に関する業務及びブダペスト条約に基づき世界知的所有

権機関（WIPO）により認定された国際寄託業務等については、「独立行政

法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成２２年１２月７日閣議決定）」

における「本法人（産業技術総合研究所）の特許生物寄託センターと、製

品評価技術基盤機構の特許微生物寄託センターを統合することとし、平

成２３年度以降、順次、必要な措置を講ずる。」との決定を踏まえ、平成２

４年３月３１日限りで当該業務の全部を廃止する。なお、当該業務につい

ては、同年４月１日から独立行政法人製品評価技術基盤機構が承継す

る。 

・平成２３年度補正予算（第３号）により追加的に措置された交付金について

は、東日本大震災からの復興のために措置されたことを認識し、革新的再

生可能エネルギー研究開発事業、研究設備・機器の復旧及び巨大地震・

津波災害に伴うリスク評価のための複合的な地質調査の取組のために活

用する。 

・上記、１～５を踏まえ、下記の分野について、それぞれ別表に示した具体

的な技術開発を進める。 

   鉱工業の科学技術【別表１】 

   地質の調査【別表２】 

   計量の標準【別表３】 

 

 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

１．業務運営の抜本的効率化 

（１）管理費、総人件費等の削減・見直し 

・運営費交付金事業のうち一般管理費については、新規に追加されるもの、

拡充分等は除き、毎年度、平均で３％以上の削減を行う。また、一般管理

費を除く業務経費について、毎年度、平均で１％以上の効率化を達成す

る。 

・総人件費については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革

の推進に関する法律（平成１８年法律第４７号）」及び「経済財政運営と構

造改革に関する基本方針２００６（平成１８年７月７日閣議決定）」に基づき、

運営費交付金に係る人件費（Ａ分類）を平成２２年度までに平成１７年度比

５％以上削減し、平成２３年度においても引き続き削減等の取組を行う。 

・給与水準については、目標水準及び目標期限を設定してその適正化に計

画的に取り組んでいるところであるが、引き続き着実にその取組を進める



 10 

とともに、その検証結果や取組状況を公表するものとする。 

・研究支援業務のコスト構造を見直し、管理費の削減に取り組む。また、諸

手当及び法定外福利費については、国及び他の独法等との比較において

適正な水準であるかの検証等を行う。 

・研修、施設管理業務などの外部に委託した方がより効率的な業務につい

ては引き続きアウトソーシングを進める一方、既にアウトソーシングを行っ

ている業務については、内部で実施した方がより効率的な場合は内部化

し、また、包括契約や複数年度契約の導入等、より効率的かつ最適な方

法を検討し、業務の一層の効率化を進める。なお、これらの検討に当たっ

ては、市場化テストの導入可能性についても検討を行う。 

・研究支援業務については、より効率的かつ質の高い支援が可能となるよ

うな体制の見直しを行うとともに、効率的な時間活用の徹底及びマネジメ

ント体制の強化による効率化を進める。 

・所内リサイクル物品情報システムを活用した研究機器等の所内リユース

の取り組みにおいて、第３期中期目標期間終了時までに年間６００件以上

の再利用を目指す。 

・独立行政法人を対象とした横断的な見直しについては、随時適切に対応

する。 

 

（２）契約状況の点検・見直し 

・「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１年１１月１７

日閣議決定）に基づき、競争性のない随意契約の見直しを更に徹底して

行うとともに、一般競争入札等（競争入札及び企画競争・公募をいい、競

争性のない随意契約は含まない。以下同じ。）についても、真に競争性が

確保されているか、点検・検証を行い、契約の適正化を推進し、業務運営

の効率化を図る。 

・一者応札及び１００％落札率の割合を少なくするため、適切な公告期間の

設定等により競争性を確保し、競争性が働くような入札方法の見直しを図

る。 

・産総研内「契約審査委員会」において、政府調達の適用を受けることとな

る物品等又は特定役務の仕様書、契約方式、技術審査等に関する審査を

行っているが、第３期中期計画期間においては、審査対象範囲の拡大や

審査内容の拡充に関する新たな取り組みを行う。 

・また、契約審査体制のより一層の厳格化を図るため、法人外部から採用

する技術の専門家を契約審査に関与させ、調達請求者が要求する仕様

内容・調達手段についての技術的妥当性の検討を充実強化する。 
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２．研究活動の高度化のための取組 

（１）研究組織及び事業の機動的な見直し、外部からの研究評価の充実 

・外部からの評価結果や社会的ニーズ等を踏まえ、研究領域ごとに戦略的、

効果的に研究を遂行するため、機動的に組織体制の見直し、組織の改廃

や新設を行う。 

・実用化や製品化までの研究開発期間の短縮を図るためにも、自前主義に

とらわれることなく、共同研究等により、海外を含め大学、他の研究機関

や民間企業等の人材、知見、ノウハウ等をより積極的に活用する。 

・ 産総研が取り組む必要がある研究開発について、政策との関係や他と

の連携強化に実効的な措置や取組を明らかにしつつ、経済産業省の関

係課室と意見交換を行いながら具体的な技術目標を明示した「産総研研

究戦略」を策定し実行する。その際、更なる選択と集中を図り、実用化や

製品化という目標を明確に設定した研究開発への重点化を図る。 

・萌芽的な基礎的研究についても一定の関与をしつつ、産業変革を促すよ

うな革新的、独創的な研究課題を実施する形で重点化を図り「産総研研

究戦略」に位置づける。 

・「Ⅰ.２．（１）地域経済の競争力を支える最高水準の研究開発」において掲

げた地域センターの取り組みの成果に関しては検証を行い、第３期計画

期間中にその検証結果を公開するとともに、検証の結果を踏まえて各地

域センターが一様に同一の機能を担うことを前提とせず、各地域センター

の所在する地域の特性に応じて各地域センターが果たす機能の大胆な見

直しを行い、産総研の研究開発戦略における地域センターの役割を検討

する。具体的には、地域センターが有している、地域特性を活かした技術

開発や地域における科学技術拠点群形成のための先端研究開発等の活

動により発揮される研究機能と地域産業政策や地域産学官をつなぐ活動

により発揮される地域連携機能を活かした取り組みについて、地域産業

への技術移転、成果普及を通じて地域産業の振興や新産業の創出に寄

与、貢献しているか、あるいはそれらが確実に見込まれる状況になってい

るか、地域の大学及び企業等を巻き込んで産学官の緊密な連携やオープ

ンイノベーションの推進を実現できているか、大学と企業をつなぐ役割や

地域の中小企業等の技術開発や製品化の取り組みに寄与、貢献している

か、といった視点から総合的に検証し、その検証結果を踏まえて各地域セ

ンターが有する研究機能と連携機能を発揮する活動とリソース配分の見

直しを行い、地域活性化の中核としての機能強化を図る。 

 また、地域センターに所属する事業所及びサイトについては、研究機能と
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連携機能の観点から、共同研究等の設立目的終了時又は利活用状況が

低下した時点において、その事業の必要性を検証し、不要と判断された場

合は速やかに閉鎖する。 

・産総研イノベーションスクール（平成２０年度開始）及び専門技術者育成事

業（平成１７年度開始）については、第３期中期目標期間中において、育

成期間終了後の進路等、育成人材の追跡調査等によって成果を把握して、

現行の事業の有効性を検証し、その継続の要否も含めた見直しを行うも

のとする。 

・ベンチャー開発センターについては、第３期中期目標期間中において、創

出ベンチャー企業の業績や動向を把握し、それまでの取組における成果

及び問題点並びに制度上のあい路等を厳格に検証し、その結果を公表す

るとともに、当該検証結果を踏まえ、事業の存続の要否も含めた見直しを

行う。具体的には、産総研発ベンチャーの創出、育成及び支援に関する

施策について、創出企業が成功に至った例、失敗した例の両方について、

技術シーズ発掘からビジネスプラン策定や検証を経て創業に至るまでの

過程における各施策の有効性について検証し、検証結果を踏まえた見直

しを行うとともに、有効性の高いものと認められ引き続き実施する施策に

ついては外部の研究開発機関等へ知見やノウハウを広く公開、共有す

る。 

・研究評価の質を向上するため、現場見学会の開催や事前説明等の充実

により、評価者が評価対象を把握、理解する機会を拡大する。 

・産総研ミッションに即した、より客観的かつ適切な評価軸へ見直しを行い、

アウトカムの視点からの評価を充実させる。また、研究成果創出の最大化

ならびに成果の社会還元に繋げるため、PDCA サイクルによる継続的な

自己改革へ評価結果を適切に反映させる。 

・平成２２年度末までに秋葉原事業所を廃止し、職員の配置を見直すととも

に、業務の効率化を図る。 

 

（２）研究機器や設備の効率的な整備と活用 

 ・新たな事業所やサイト等の研究拠点を設置する場合は、現状の基幹設

備状況や拠点設備等の汎用性を踏まえるとともに、省エネルギーの推進、

類似の研究領域に係る施設を極力近接して配置するなど経済性、効率性

を考慮した施設整備に努める。研究開発の進ちょく状況に応じて、無駄な

く必要な研究スペース等を確保するものとする。また、研究開発の終了時

には、施設の有効活用のための検討を行い、その上で施設の廃止又は不

用資産の処分が適切と判断された場合は速やかに実施する。 
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・産総研が保有する研究人材及び研究開発で活用する最先端の研究機器、

設備等を社会と共有するための拠点（先端機器共用イノベ－ションプラット

フォ－ム）の体制整備を行うとともに公開設備の範囲の拡大を行う。 

 

３．職員が能力を最大限発揮するための取組 

（１）女性や外国人を含む優秀かつ多様な人材の確保及び育成 

・研究職については、研究活動に活力を与える任期付研究職員制度を持続

的に発展させるために、多様な人材の確保に配慮しつつ、若手研究員の

採用を促進する新たな制度を導入するなど、採用制度の見直しを行う。 

・事務職については、産総研で求める人物像及び専門性を明確にした上で

採用活動を実施し、優秀な人材確保に努める。また、特別な専門知識を

必要とする特定の業務については、民間経験等を有する者の中途採用を

積極的に推進する。 

・定年により産総研を退職する人材については、関係法令を踏まえて、第２

期に引き続き再雇用を行っていく。 

・人材の競争性、流動性、及び多様性をより一層高めるとともに、最適な研

究者の構成、知財戦略の推進やベンチャー創出あるいは研究マネジメン

ト等の分野における専門的な人材の活用を図るため、第３期中期目標期

間において、第２期中期目標期間にまとめた人材開発戦略会議の報告の

内容を具体化しつつ、新たな中長期的な人事戦略としてまとめる。また、

それに応じた人事システム、研究者の評価システムやキャリアパスの見

直しを行うものとする。 

・男女や国籍などの別にかかわりなく個人の能力を存分に発揮できる環境

の実現を目指し、共同参画を推進する。研究系の全採用者に占める女性

の比率について第３期中期目標期間終了時までに第２期実績を上回る１

５％以上を確保し、更なる向上を目指す。また、外国人研究者の採用につ

いては、研究セキュリティをはじめコンプライアンスの観点に留意しつつ、

積極的な採用に努める。 

・高度に専門化された研究職の能力向上に重要な要素は、意識啓発と優秀

な研究マネージャによる指導であり、意識啓発や自己開発スキルに重点

をおいた研修を契機として自己研鑽や OJT を通じた研究能力の一層の向

上を図る。研究開発マネジメント能力を高めるためには、研修での意識啓

発やスキル蓄積に加えて新たなキャリアを積極的に経験させるなどの取

組を行う。 

・研究支援業務における業務の専門性の深化に対応して、職員の専門性の

蓄積を図るための研修（知財、ベンチャー、産学官、財務、能力開発など）
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やスキルアップのための研修（簿記、民法など）などを実施する。また、実

際の産学官連携活動等の場での若手職員の OJT など、産業界との連携

を牽引できる人材育成の仕組みを構築し、産学官連携、国際標準化、知

財管理等をマネージすることができる人材の育成に努める。 

・複数の研究成果を統合して「製品化」につなげる人材の育成においては、

職種の別なく広範な育成研修を実施し、意識啓発とスキルアップを図る。 

・職員の専門性向上のため、内部での研修、外部への出向研修を積極的に

実施し、毎年度３００名以上の職員が研修を受講するよう努める。 

・共同研究や技術研修の実施に伴う外部研究員の受け入れ及び産総研研

究員の外部派遣などにより、外部人材との交流を通じた研究水準の向上

及び研究成果の産業界への円滑な移転を推進するとともに、産業界や学

会との人事交流並びに兼業も含む産総研からの人材の派遣等も実施す

る。 

 

（２）職員の能力、職責及び実績の適切な評価 

・個人評価制度については、産総研のパフォーマンス向上に向けた職員の

意欲を更に高めることを目的として、評価者と被評価者間のコミュニケー

ションを一層促進し、産総研ミッションを反映した中長期的視点を含んだ職

員個々人の目標設定とその達成へのきめ細かな助言などを通じた効果的

な活用を図る。研究活動のみならず成果普及活動を含めた産総研のミッ

ション実現への貢献度や、職務遂行能力等を発揮した研究や業務運営の

円滑化への貢献度等をより適切に評価できるよう見直しを行う。 

・職員の職種や業務の性格等を勘案した上で、個人評価結果を業績手当や

昇格等に、より適切に反映させるよう適宜見直しを行うとともに、職責手当

の見直しを含め、職員の能力、職責及び実績をこれまで以上に給与に適

切に反映するように検討する。 

 

 

４．国民からの信頼の確保・向上 

（１）コンプライアンスの推進 

・定期的な研修及びセルフチェック等の実施を通して、参加型コンプライアン

スを推進し、役職員等の意識向上を図るとともに、リスク管理活動などの

取組みにおいて、PDCAサイクルを有効に機能させることにより、全所的な

コンプライアンスの徹底を図る。 

・産総研の諸活動の社会への説明責任を的確に果たすため、保有する情

報の提供の施策に関する充実を図るとともに、開示請求への適切かつ迅
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速な対応を行う。また、個人の権利、利益を保護するため、産総研におけ

る個人情報の適正な取扱いをより一層推進するとともに、個人情報の開

示請求等に適切かつ迅速に対応する。情報セキュリティポリシーの適正な

運用を継続維持し、セキュリティや利便性の高いシステムの構築を目指

す。 

 

（２）安全衛生及び周辺環境への配慮 

・事故及び災害等の発生を未然に防止するため、ＰＤＣＡサイクルによる継

続的な安全管理活動を推進するとともに、安全衛生管理体制の維持強化

を図り、業務を安全かつ円滑に遂行できる快適な職場環境づくりを進め

る。 

・研究活動に伴い周辺環境に影響が生じないよう、ＰＤＣＡサイクルによる環

境配慮活動を推進するとともに、活動の成果等を環境報告書として取りま

とめ毎年公表する。 

・産総研全体としてのエネルギー消費、温室効果ガス排出についての実情

分析を行い、現状を定量的に把握する。当該分析結果を活用し、エネルギ

ー多消費型施設及び設備の省エネルギー化を推進するとともに、高効率

の機器を積極的に導入することにより、エネルギーの削減を図る。 

  

 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

１．予算（人件費の見積もりを含む）【別表４】 

（参考） 

［運営費交付金の算定ルール］ 

毎年度の運営費交付金（G(y)）については、以下の数式により決定する。 

G(y)（運営費交付金） 

＝〔｛（Aa (y-1)－δa（y－1））×β＋（Ab (y-1) ×ε）｝×αa＋δa（y）〕＋

〔｛（Ba(y-1)－δb（y-1））×β＋（Bb（y-1）×ε）｝×αb×γ＋δb（y）〕－ 

C 

 

・G(y)は当該年度における運営費交付金額。 

・Aa（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事業に係る経費※の

うち一般管理費相当分のＡ分類人件費相当分以外の分。 

・Ab（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事業に係る経費※の

うち一般管理費相当分のＡ分類人件費相当分。 

・Ba（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事業に係る経費※の
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うち業務経費相当分のＡ分類人件費相当分以外の分。 

・Bb（y-1）は直前の年度における運営費交付金対象事業に係る経費※の

うち業務経費相当分のＡ分類人件費相当分。 

・C は、当該年度における自己収入（受取利息等）見込額。 

※ 運営費交付金対象事業に係る経費とは、運営費交付金及び自

己収入（受取利息等）によりまかなわれる事業である。 

・αa、αb、β、γ、εについては、以下の諸点を勘案した上で、各年度の

予算編成過程において、当該年度における具体的な係数値を決定する。 

αa（一般管理費の効率化係数）：毎年度、平均で前年度比３％以上の

削減を達成する。 

αb（業務経費の効率化係数）：毎年度、平均で前年度比１％以上の効

率化を達成する。 

β（消費者物価指数）：前年度における実績値を使用する。 

γ（政策係数）：法人の研究進捗状況や財務状況、新たな政策ニーズ

や技術シーズへの対応の必要性、独立行政法人評価

委員会による評価等を総合的に勘案し、具体的な伸

び率を決定する。 

・δa(y)、δb(y)については、新規施設の竣工に伴う移転、法令改正に

伴い必要となる措置、事故の発生等の事由により、特定の年度に一時

的に発生する資金需要について必要に応じ計上する。δa(y-1)、δ

b(y-1)は、直前の年度におけるδa(y)、δb(y)。 

・ε（人件費調整係数） 

 

２．収支計画【別表５】 

（１）運営費交付金及び外部資金の効果的な使用 

・産総研の限られたリソースを有効に活用し、相対的に優先度が低い研究

プロジェクトにリソースを割くことがないよう、外部資金の獲得に際しての

審査に当たっては、以下の点に留意するものとする。 

① 外部資金の獲得に当たっては、それによる研究開発と実施中の研

究開発プロジェクト等との関係・位置付けを明確にするとともに、産

総研のミッションに照らして、産総研として真に優先的、重点的に取

り組むべき研究開発とする。 

② 特定の研究者に過剰に資金が集中することや他の研究開発課題の

進ちょくに悪影響を与えることがないよう研究者の時間配分を的確

に把握、管理する。 

・外部資金による研究開発が産総研の研究開発活動にどのように寄与、貢
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献しているのか、個々の外部資金の性格に応じて、その有効性を定期的

に検証し、その結果を踏まえ、外部資金の獲得による研究開発の在り方

について、一層の効率化、重点化の観点から、所要の見直しを行うものと

する。 

・産総研の事業について、個々の目的や性格に照らして、運営費交付金で

行う研究と外部資金で行う研究との研究戦略上の位置づけを一層明確化

するとともに、民間企業における自社内研究テーマと産総研に期待する共

同研究ニーズの的確な把握のための体制整備等を行う。 

・大型の外部資金の獲得に当たっては内部の人材を広く集積させる組織体

制を構築し、所内のプロジェクト責任者を中心として体制を組む。また、外

部資金の獲得の際には、特に民間資金の場合は産総研のこれまでの投

入資源を踏まえてユニット内で決定する。 

 

（２）共同研究等を通じた自己収入の増加 

・企業との共同研究などの促進のための外部資金の獲得に対するインセン

ティブ、国益に沿った形での海外からの資金獲得、研究施設の外部利用

等の際の受益者負担の一層の適正化等の検討を行う。 

・産総研として取得し管理すべき知的財産権に関する方針を策定し、コアと

なる技術に加え、その周辺技術や応用技術についても戦略的に特許を取

得することで効果的に技術移転を行う。また、成果移転対価の受領方法を

柔軟化する。 

・オープンイノベーションの促進、共同研究等連携による地域発イノベーショ

ン創出を目指したコーディネーション活動の全国規模での展開、強化を通

じた取組も行う。 

・ 技術相談、技術研修にあたっては、受益者負担の観点から制度の見直し

を行う。 

・このように従来以上の外部資金獲得可能性を検討し、外部資金の一層の

獲得を進める。 

 

３．資金計画【別表６】 

 

 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

（第３期：１９，２２０，０００，０００円） 

想定される理由：年度当初における国からの運営費交付金の受け入れが最大

３ヶ月遅延した場合における産総研職員への人件費の遅配及び産総研の事
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業費支払い遅延を回避する。 

 

 

Ⅴ．重要な財産の譲渡・担保計画 

次の不要財産の国庫納付を行う。 

・九州センター直方サイトの土地(福岡県直方市、２２，９０７．３３㎡)及び建

物について、平成２４年度中に現物納付を行う。 

・中部センター瀬戸サイトの土地（愛知県瀬戸市、１２，３２７．１１㎡）及び建

物について、平成２５年度中に現物納付を行う。 

 

 

Ⅵ．剰余金の使途 

剰余金が発生した時の使途は以下の通りとする。 

・用地の取得 

・施設の新営、増改築及び改修 

・任期付職員の新規雇用 等 

 

Ⅶ．その他業務運営に関する重要事項 

 

１．施設及び設備に関する計画 

・施設整備に際しては、長期的な展望に基づき、安全で良好な研究環境の

構築、ライフサイクルコストの低減、投資効果と資産の活用最適性に配慮

した整備を計画的に実施する。 

 

施設・設備の内容 予定額 財源 

・電力関連設備改修 

・給排水関連設備改修 

・排ガス処理設備改修 

・外壁建具改修 

・空調設備改修 

・廃水処理設備改修 

・高圧ガス設備改修 

・エレベーター設備改修 

・その他の鉱工業の科学技術

に関する研究及び開発、地質

の調査、計量の標準、技術の

総額 

 ６１８．９１億円 

 

 

施設整備費補助金 
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指導、成果の普及等の推進に

必要な施設・設備 

 

 （注）中期目標期間を越える債務負担については、当該債務負担行為の

必要性及び資金計画への影響を勘案し、合理的と判断されるものについ

て行う。 

 

２．人事に関する計画 

・第３期中期目標期間において、第２期中期目標期間にまとめた人材開発

戦略会議の報告の内容を具体化しつつ、新たな中長期的な人事戦略とし、

人材の競争性、流動性及び多様性をより一層高めるとともに、研究マネジ

メント等様々な分野における専門的な人材の確保、育成に取り組む。 

・研究職はより若手の研究者、事務職は求める専門性の視点での採用を検

討、推進する。また、女性研究者や外国人研究者の採用も積極的に行う。 

・また、研究職個々人の研究開発能力の向上とともに、研究開発マネジメン

トの人材を育成し、事務職においては専門性の蓄積を重視した人事ロー

テーションを実施することにより専門家人材を育成する。 

 

（参考１） 

  期初の常勤職員数            ３，１９０人 

  期末の常勤職員数の見積もり：期初と同程度の範囲で人件費５％削減計

画を踏まえ弾力的に対応する。 

 ※任期付職員については、受託業務等の規模や研究開発力強化法

の趣旨に則って必要人員の追加が有り得る。 

 

（参考２）第３期中期目標期間中の人件費総額 

  中期目標期間中の総人件費改革対象の常勤役職員の人件費総額見

込み 

：１３３，７９３百万円 

なお、総人件費改革対象の常勤役職員の人件費総額見込みと総人

件費改革の取組の削減対象外となる受託研究費等により雇用される任

期付研究員の人件費との合計額は１３７，６０２百万円である。（受託業

務等の獲得状況により増減があり得る。） 

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超

過勤務手当、休職者給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲

の費用である。 
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３．積立金の処分に関する事項 

なし 

 

 



 21 

別表１ 鉱工業の科学技術 

 

Ⅰ．グリーン・イノベーションを実現するための研究開発の推進 

 

グリーン・イノベーションを実現するためには、二酸化炭素等の温室効果ガスの排

出量削減と、資源・エネルギーの安定供給の確保を同時に図る必要がある。温室効

果ガスの排出量削減のため、再生可能エネルギーの導入と利用拡大を可能とする技

術及び運輸、民生等各部門における省エネルギー技術の開発を行う。資源・エネル

ギーの安定供給のため、多様な資源の確保と有効利用技術、代替材料技術等の開

発を行う。将来のグリーン・イノベーションの核となるナノ材料等の融合による新機能

材料や電子デバイスの技術の開発を行う。産業部門については、省エネルギー技術

に加えて環境負荷低減や安全性評価と管理、廃棄物等の発生抑制と適正処理に関

する技術の開発を行う。 

 

１．再生可能エネルギーの導入拡大技術の開発 

再生可能エネルギーは枯渇の心配がなく、低炭素社会の構築に向けて導入拡大

が特に必要とされるエネルギーである。このため、再生可能エネルギー（太陽光、バ

イオマス、風力、地熱等）を最大限有効利用するための技術の開発を行う。また、再

生可能エネルギーの需要と供給を調整し、末端最終ユーザへの安定供給を行うため

に必要なエネルギー貯蔵、パワーエレクトロニクス、エネルギーネットワークにおける

統合制御技術の開発を行う。 

 

１-（１） 太陽光発電の効率、信頼性の向上技術 

太陽光発電技術に関して、共通基盤技術及び長寿命化や発電効率の向上等に関

する技術の開発を行う。具体的には、太陽光発電普及に不可欠な基準セル校正技術、

評価技術、診断技術等の基盤技術開発を行い、中立機関としてその技術を産業界に

提供するとともに、標準化に向けた活動を行う。また、長寿命化、高信頼性化のため

に構成部材、システム技術等の開発を行うとともに寿命の検証のための評価技術の

開発を行う。 

 

１-（１）-① 太陽光発電の共通基盤技術の開発及び標準化 （Ⅳ-３-（１）-②へ再掲） 

太陽光発電システム普及のための基盤となる基準セル校正技術、高精度性能評

価技術、屋外性能評価技術、信頼性評価技術、システム評価技術、システム故障診

断技術等を開発し、それらを産業界に供給する。性能評価の繰り返し精度を１％以下

に向上させる。 
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国内企業の国際競争力の向上に資するため、国際的な研究機関や企業と協調、

連携し、IEC 等の国際規格や JIS 等の国内規格、工業標準の提案、策定、審議に参

画する。 

 

１-（１）-② 太陽光発電の長寿命化及び高信頼性化 

太陽光発電システムの寿命及び信頼性の向上のために、太陽電池モジュール構

成部材、システム構成部材、システム運用技術等を開発する。新規部材を用いること

等により、太陽電池モジュールの寿命を現行の２０年から３０年に向上させるとともに、

それを検証するための加速試験法等の評価技術を開発する。 

 

１-（１）-③ 太陽光発電の高効率化 

太陽光発電システムの低コスト化に直結する発電効率の大幅な向上を目指し、結

晶シリコン、薄膜シリコン、化合物薄膜、有機材料、それぞれの太陽電池デバイス材

料の性能に関して、相対値で１０％以上の効率向上のため、表面再結合の抑制と高

度光閉じ込めにより、安定で高性能な新材料や、それを用いた多接合デバイスを開

発する。 

 

１-（２） 多様な再生可能エネルギーの有効利用技術 

温暖化防止や新たなエネルギー源の確保のため、バイオマス資源、風力、地熱及

び次世代太陽光利用等、多様な再生可能エネルギーの利用に必要となる要素技術、

評価技術等の開発を行う。 

具体的には、非食料バイオマス資源を原料とする燃料製造技術、高品質化技術等

の開発を行う。また、我が国の気象条件を考慮した、安全性や信頼性に優れた風力

発電のための技術の開発を行う。地熱資源開発のための評価技術、特に低温地熱

資源のポテンシャル評価技術の開発を行い、地熱発電及び地中熱利用システムの

開発普及に寄与する。さらに、多様な再生可能エネルギーについての情報を収集し、

必要に応じて新たな技術の開発に着手する。 

 

１-（２）-① バイオマスからの液体燃料製造及び利用技術の開発 （Ⅰ-３-（１）-④へ

再掲） 

バイオ燃料製造技術の早期実用化を目指して、高効率バイオ変換（酵素糖化、発

酵）技術、熱化学変換（ガス化、触媒合成）技術、及びトータルバイオマス利用評価技

術を開発する。特に、エネルギー収支２．０(産出エネルギー／投入エネルギー)以上

の高効率バイオ燃料製造プロセスの基盤技術を開発する。 

油脂系バイオマスの化学変換（触媒存在下の熱分解や水素化処理及びそれらの

組み合わせ処理）により、低酸素の自動車用炭化水素系燃料（重量比酸素分０．１％
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未満）を製造する第２世代バイオ燃料製造技術を開発する。また、東アジアサミット推

奨及び世界燃料憲章提案の脂肪酸メチルエステル型バイオディーゼル燃料（BDF）品

質を満たすために、第１世代 BDF の高品質化技術（酸化安定性１０h 以上）等を開発

する。同時に、市場導入に必要な燃料品質等の国内外の標準化を行う。 

 

１-（２）-② 風力発電の高度化と信頼性向上 

我が国の厳しい気象や風特性を反映した風特性モデルを開発し、安全性と信頼性

に優れた普遍的な風車技術基準を IEC 国際標準として提案する。また、高度な風洞

実験やシミュレーション技術を援用することにより、風速のリモートセンシング技術の

精度と信頼性を向上させ、超大形風車ウィンドファームの発電量を数パーセント以下

の不確かさで評価する技術を開発する。 

 

１-（２）-③ 地熱資源のポテンシャル評価 （別表２-２-(２)-②の一部を再掲） 

再生可能エネルギーとして重要な地熱資源の資源ポテンシャルを地理情報システ

ムによって高精度で評価し、全国の開発候補地を系統的に抽出する。また、地熱開

発促進にむけて地熱利用と温泉保全の両立を図るため、温泉発電技術や貯留層探

査評価技術を含む地熱技術を開発する。さらに、地中熱利用のため、平野部等の地

下温度構造及び地下水流動モデルを構築する。 

 

１-（２）-④ 次世代型太陽光エネルギー利用技術 

太陽光エネルギーを直接利用した水の分解により水素を製造する、可視光応答性

の光触媒や光電極による分解プロセスの効率向上を目的とした、光電気化学反応技

術を開発する。また、人工光合成システムの経済性や実現可能性を検証する。 

色素増感太陽電池の高性能化と耐久性向上を目的として、増感色素や半導体電

極、電解質、対極、封止材、セル構造等の改良を図る。色素増感太陽電池の早期実

用化への貢献を目指し、新規色素や半導体を３０種類以上開発し、データベース化す

る。 

 

１-（３） 高効率なエネルギーマネジメントシステム 

自然エネルギーの導入拡大等による出力変動を吸収して安定した電力を供給する

ための技術の開発を行う。具体的には、エネルギー貯蔵技術、パワーエレクトロニク

ス技術、情報通信技術等を活用して、地域の電力網における電力供給を安定させる

ためのエネルギーネットワーク技術の開発を行う。また、高効率電力ネットワークシス

テムに必要となる電力変換器の高効率化と高密度化を実現する素子の開発を行うと

ともに、その量産化、集積化及び信頼性向上に必要な技術の開発を行う。 
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１-（３）-① エネルギーネットワーク技術の開発 （Ⅰ-２-（２）-①へ一部再掲） 

太陽電池等の再生可能エネルギー機器が高密度に導入された住宅地域のエネル

ギーネットワークを設計、評価する技術及びネットワークを効率的に運用するための

マネジメント技術を開発する。数百戸規模の住宅における実用化を目指して、数十戸

規模の住宅を対象とした研究を行う。また、電力系統の再生可能エネルギー発電受

入れ可能量を大幅に拡大するための負荷制御技術等を、試作器の開発等により実

証する。 

電力計に内蔵される電力線通信機器(PLC)を開発し、家電や太陽光発電装置等と

の通信、制御を実現することにより、PLC によるエネルギーマネジメントの有効性を実

証する。また、発電システム効率の５％向上を図るため、太陽光発電パネルのメンテ

ナンス時期と故障を検知し、パネル単位での制御を可能にする直流用 PLC を開発す

る。 

 

１-（３）-② 電力変換エレクトロニクス技術の開発 

電力エネルギーの高効率利用を可能とする SiC や GaN 等の新規半導体材料を用

いた高性能パワー素子モジュール及びそれらを用いた電力変換エレクトロニクス技術

を開発する。具体的には、SiC、GaN 素子の普及に必要となる低コスト大口径高品質

ウェハ製造技術、高信頼でより低損失高耐圧なパワー素子技術とその量産化技術

（５０Ａ級素子歩留まり７０％）、高機能を実現する１０素子規模の集積化技術、２００

～２５０℃の高温実装技術や、２５～３０W/cm3 の高出力パワー密度化技術を統合し

た回路設計、製作技術を開発する。 

省エネルギーに効果的な次世代ダイヤモンドパワーデバイスの実用化を目指して、

結晶欠陥評価技術の高度化により低欠陥高品質エピタキシャル膜の製造技術を開

発する。また、実用的な縦型構造を有し、低損失かつ冷却フリ－で２５０℃において動

作するパワーダイオードを開発する。 

 

２．省エネルギーによる低炭素化技術の開発 

省エネルギーによる温室効果ガス削減は、再生可能エネルギー導入に比べて、直

接的かつ早期の効果が期待されている。運輸部門での省エネルギーのため、自動車

等輸送機器の効率向上のための技術及び中心市街地での搭乗移動や物流搬送等

を動的に行うための技術の開発を行う。また、民生部門での省エネルギーのため、戸

建て住宅等のエネルギーを効率的に運用するマネジメントシステムの開発とともに、

高性能蓄電デバイス、燃料電池、省エネルギー部材の開発を行う。さらに、将来のエ

ネルギー消費増加の要因になることが懸念される情報通信にかかわる省エネルギー

のため、電子デバイス、集積回路、ディスプレイ、入出力機器、光ネットワークの高機

能化と省エネルギー技術の開発を行う。 
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２-（１） 運輸システムの省エネルギー技術 

運輸部門での省エネルギーによる温室効果ガス削減に貢献するため、次世代自

動車等輸送機器のエネルギー貯蔵、高効率化技術や新たな運輸システム技術の開

発を行う。具体的には、次世代自動車用蓄電デバイスの高性能化、低コスト化につな

がる材料の開発を行う。燃料電池自動車用に、燃料電池の低コスト化、耐久性の向

上に必要な先端的部材の開発と反応解析、信頼性試験等の技術開発を行うとともに、

安全な高圧水素貯蔵システムの開発を行う。輸送機器の軽量化のための軽量合金

の高性能部材化に向けた総合的な技術開発、低燃費と同時に排気ガス規制を満た

す自動車のエンジンシステム高度化技術の開発を行う。上記の輸送機器の効率向上

に加えて、運輸システム全体の省エネルギー化のため、情報通信機器を用いた市街

地移動システムに関する技術の開発を行う。 

 

２-（１）-① 次世代自動車用高エネルギー密度蓄電デバイスの開発 （Ⅳ-１-（１）-④

へ一部再掲） 

電気自動車やプラグインハイブリッド自動車等の次世代自動車普及の鍵となる蓄

電池について、安全と低コストを兼ね備えた高エネルギー密度電池（単電池で２５０

Wh/kg 以上）の設計可能な電池機能材料（正極材料、負極材料等）を開発する。また、

革新型蓄電池系（空気電池等）の実用可能性を見極めるための性能評価を行う。さら

に、未確立である蓄電池の寿命検知と診断解析技術の確立を目指し、電池の寿命に

最も影響を及ぼす電池材料の劣化因子を確定する。 

新規の蓄電池構成材料の開発を加速するため、材料を共通的に評価、解析する

技術を開発する。 

エネルギー密度５００Wh/kg 以上の革新型蓄電池の開発を目指し、ハイブリット電

解質を利用した二次電池の固体電解質の耐久性を向上させる。さらに、安全性に優

れた準固体型及び全固体型のリチウム-空気電池を開発し、単セルでの動作を実証

する。 

 

２-（１）-② 燃料電池自動車用水素貯蔵技術の開発 

水素貯蔵材料の開発を目的として、構造解析技術、特に水素吸蔵状態を「その場

観察」できる手法（「その場」Ｘ線・中性子回折、陽電子消滅、核磁気共鳴等）を開発す

る。この技術を用いて、材料の水素貯蔵特性と反応機構を解明し、得られた知見から、

高い貯蔵密度（重量比５％、５０g/リットル）と優れた繰り返し特性を有する材料の設

計技術を開発する。 

安全な高圧水素利用システムを開発するため、水素材料強度データベース及び水

素破面と組織データベースを構築する。また、燃料電池車や水素ステーションの高圧
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水素容器開発指針、水素輸送技術開発指針を関連業界に提案し、評価設計手法、

及び実証実験手法を開発する。さらに、水素関連機器の開発促進と安全性向上に寄

与するために、水素と高分子材料の関係や水素とトライボロジーの関係を解明すると

ともに、その利用普及を進めるため、水素基礎物性データベースを構築する。 

 

２-（１）-③ 軽量合金による輸送機器の軽量化技術の開発 

省エネルギーに有効な輸送機器の軽量化を可能にするため、マグネシウム等の軽

量合金の特性向上を図るとともに、金属材料の耐食性試験（JISZ2371）を基に規定さ

れる塩水噴霧／高温乾燥／高温湿潤の複合サイクル試験において３００時間以上耐

久可能な低コスト表面処理技術を開発する。また、強度と剛性を低下させずに常温プ

レス加工性を改善し、高い比強度（引っ張り強さ／比重：１６０MPa 以上）とアルミニウ

ム合金並みの成形性を示すマグネシウム合金圧延材を開発する。 

 

２-（１）-④ 自動車エンジンシステムの高度化技術 

新たな排出ガス規制値を満たしつつ、燃費の向上を目指し、新燃料と駆動システ

ムの最適化、燃焼制御技術の向上、排出ガス浄化技術の高度化により、超低環境負

荷ディーゼルエンジンシステム、及びこれらを評価する計測技術を開発する。また、

低品質燃料から低硫黄・低芳香族燃料（硫黄分１～２ppm 未満）や高 H/C（水素／炭

素原子比）の高品質燃料を製造する技術等を開発し、市場導入に必要な燃料品質等

の評価を行う。 

 

２-（１）-⑤ 市街地移動システム技術の開発 

低炭素社会実現に貢献する都市計画の１つであるコンパクトシティ構想に貢献する

ための技術として、中心市街地での搭乗移動や物流搬送等を自律的に行うための研

究開発を行う。具体的には、パーソナルモビリティによる市街地における長距離自律

走行（３km 以上）と協調に基づく高効率化、施設等で試験運用可能なレベルの自律・

協調搬送システム、高効率な搬送経路計画のための市街地等広範囲環境情報取得

技術を開発する。 

 

２-（２） 住宅、ビル、工場の省エネルギー技術 

民生部門での温室効果ガス削減に貢献するため、住宅、ビル、工場等での省エネ

ルギー技術の開発を行う。具体的には、戸建て住宅等におけるエネルギーの負荷平

準化に不可欠なエネルギーマネジメントシステム、蓄電デバイスである二次電池及び

キャパシタの高エネルギー密度化技術の開発を行う。また、定置用燃料電池の耐久

性と信頼性の向上に資する基盤技術と、燃料多様化、高効率・低コスト化のための新

規材料、評価技術の開発を行う。未利用熱エネルギーの有効利用のため、熱電発電
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システムの発電効率、信頼性の向上や長寿命化のための材料技術の開発を行うとと

もに、材料及び発電モジュールの評価方法や寿命予測手法の開発を行う。加えて、

省エネルギーと快適性の両立を目的とした調光窓材、外壁材等の建築部材及び家

電部材の開発を行う。 

 

２-（２）-① エネルギーマネジメントシステムのための技術開発 （Ⅰ-１-（３）-①を一

部再掲） 

戸建て住宅に関して二酸化炭素削減率２０％の達成を目標として、戸別・集合住宅

又はビル・地域単位でのエネルギーを効率的に運用するためのエネルギーマネジメ

ント技術を開発する。重要な要素技術として、負荷平準化に不可欠な高エネルギー

密度化を可能とする蓄電デバイス（二次電池で２５０Wh/kg、キャパシタで１８Wh/kg）

を開発する。また、電力マネジメントに必須の電力変換器について、高密度化、耐高

温化のためのダイヤモンド半導体等新材料を含む電力変換デバイスを開発する。 

電力計に内蔵される電力線通信機器(PLC)を開発し、家電や太陽光発電装置等と

の通信、制御を実現することにより、PLC によるエネルギーマネジメントの有効性を実

証する。また、発電システム効率の５％向上を図るため、太陽光発電パネルのメンテ

ナンス時期と故障を検知し、パネル単位での制御を可能にする直流用 PLC を開発す

る。 

 

２-（２）-② 燃料電池による高効率エネルギー利用技術の開発 

固体酸化物形燃料電池(SOFC)の高耐久性、高信頼性（電圧劣化率１０％/４０，０

００h、２５０回のサイクル）に資するため、ppm レベルの不純物による劣化現象及び機

構を解明し、その対策技術を開発する。また、燃料多様化、高効率・低コスト化のた

めの新規材料、評価技術を開発する。 

５０%を超える発電効率を目指し、９０％以上まで燃料利用率を向上させる技術、排

熱有効利用技術等の要素技術を開発する。また、SOFC システムからの二酸化炭素

回収システムと SOFC を組み合わせたゼロエミッションシステムの性能を評価する。 

家庭用燃料電池コージェネレーションの普及のために固体高分子形燃料電池の大

幅な低コスト化と高耐久化の両立を目指し、白金使用量を１／１０に低減できる電極

材料技術を開発する。さらに、アルコールを燃料とするダイレクト燃料電池へ展開でき

る材料系を開発する。 

大きな熱需要が見込まれる建物を対象として、高効率な水素製造技術、貯蔵技術、

供給技術、燃料電池等からなるシステムを開発する。 

 

２-（２）-③ 未利用熱エネルギーの高度利用技術の開発 
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熱電発電システムの経済性の改善に資する発電効率向上や高耐久、長寿命化の

ための材料技術を開発する。例えば、発電効率１３％以上の実現に必要な要素技術

を開発するとともに、材料及び発電モジュールの評価方法や寿命予測手法を開発す

る。 

未利用熱から８０～２００℃の高温水や蒸気を成績係数（COP）３以上の効率で生

成し、需要に適応した供給を可能とするシステムを目指し、作動媒体の圧縮作用と吸

収作用を併用するヒートポンプ技術やカプセル型の潜熱蓄熱及び熱輸送技術を開発

する。また、常温近傍で COP５以上の冷暖房及び給湯を可能とする直膨式の地中熱

交換の基盤技術を開発する。 

 

２-（２）-④ 省エネルギー型建築部材及び家電部材の開発 

省エネルギーと快適性の両立を目的とした建築部材を開発する。具体的には、調

光窓材、木質材料、調湿材料、外壁材等の機能向上を図るとともに、実使用環境で

の省エネルギー性能評価デ－タを蓄積する。調湿材料については、相対湿度６０％

前後での吸放湿挙動に優れた材料を内装建材に応用する技術、調光窓材について

は、透明／鏡状態のスイッチングに対する耐久性を１０，０００回以上（１日当たりの透

明／鏡状態のスイッチングを１回とした場合、２０年以上に相当）にする技術を開発す

る。 

照明の省エネルギー化による希土類蛍光ランプの需要増に対応し、Tb（テルビウ

ム）、Eu（ユウロピウム）の使用量を４０％低減するため、ランプの光利用効率を３０％

向上させるガラス部材や蛍光体の使用量を１０％低減できる３波長蛍光体の分離、

再利用技術を開発する。 

 

２-（３） 情報通信の省エネルギー技術 

エネルギー消費の増加要因となることが懸念される情報通信の省エネルギー技術

の開発を行う。具体的には、電子デバイス及び集積回路の省エネルギー技術、ディス

プレイ及び入出力機器の高機能化と省エネルギーのための複合構造光学素子等の

技術開発を行う。また、大容量情報伝送の省エネルギー化のための光ネットワーク技

術の開発や、情報処理システムの省エネルギー化に資するソフトウェア制御技術の

開発を行う。特に、コンピュータの待機電力を１／５に削減可能な不揮発性メモリ技術

や既存のネットワークルータと比べてスループットあたり３桁消費電力の低い光パス

ネットワークによる伝送技術の開発を行う。 

 

２-（３）-① 電子デバイス及び集積回路の省エネルギー化 

情報通信機器を構成する集積回路デバイスの低消費電力化技術を開発する。具

体的には、処理待ち時間に情報を保持するために必要な電力が１／１０以下となる 
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SRAM、１V 以下で動作可能なアナログ回路、データセンタのストレージ用強誘電体フ

ラッシュメモリ、無線ネットワーク用途のモノリシック集積デバイス等を開発するととも

に、３次元 LSI積層実装技術を活用した超並列バス・マルチコアアーキテクチャーと高

熱伝導構造の採用による低消費電力 LSI 実装システムを開発する。 

コンピュータの待機電力を１／５に削減可能にするために、スピントロニクスとナノ

テクノロジーを融合したナノスピントロニクス技術を用い、DRAM や SRAM の置き換え

を可能とする不揮発性メモリ技術を開発する。 

コンピュータの消費電力を削減するために、半導体ロジックの動作電圧を０．５V 以

下に、不揮発性メモリの書き込みエネルギーをビット当たり０．５nJ 以下に低減させる

ことを目指して、ナノレベルの新デバイス技術及び計測技術を開発する。 

 

２-（３）-② ディスプレイ及び入出力機器の省エネルギー化 

ディスプレイ及び入出力素子作製技術の高度化のための省資源、低消費電力製

造プロセスとして、ナノプリント、ナノモールド法等のデバイスの低温形成、印刷形成

技術を開発する。これを用いて、１０cm2/Vs 以上の電荷移動度を有する塗布形成半

導体、１５０℃以下での低温焼結で７MV/cm 以上の絶縁耐圧を示す塗布形成絶縁

層及び１０－６Ω㎝台の抵抗率を示す塗布形成導電材料の開発や、大面積パターニン

グ技術の開発により、超低消費電力(１インチあたり１W 以下)薄型軽量ディスプレイの

実現を可能にする技術や印刷光エレクトロニクス素子を開発するとともに、情報家電

の小型、省エネルギー化に向けた複合構造光学素子を開発する。 

 

２-（３）-③ 光ネットワークによる情報通信の省エネルギー化 （Ⅲ-１-（１）-③へ再

掲） 

高精細映像等の巨大コンテンツを伝送させる光ネットワークを実現するために、既

存のネットワークルータに比べてスループットあたり３桁低い消費電力でルーティング

を行う光パスネットワーク技術を開発する。具体的には、ルートを切り替えるシリコン

フォトニクス、ガラス導波路技術を用いた大規模光スイッチ、伝送路を最適化する技

術、及び光パスシステム化技術を開発する。また、１Tb/s 以上の大伝送容量化を目

指して、多値位相変調や偏波多重を含む超高速光多重化のためのデバイス及び光

信号処理技術を開発する。 

 

２-（３）-④ ソフトウェア制御による情報処理システムの省エネルギー化 

情報処理システムで用いられる計算機、ストレージ、ネットワーク等の資源につい

て、ミドルウェア技術によりエネルギー指標に基づく資源の選択を実現し、物理資源

の利用効率を向上させ、３０％の消費電力削減を目指す。利用者の利便性を損なうこ

となく省エネルギーを実現するため、その時々の需要や環境に応じてエネルギー消
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費の小さな資源を使う等、資源の選択や利用法の最適化を行うミドルウェア技術を開

発する。 

 

３．資源の確保と高度利用技術の開発 

物質循環型社会の実現のためには、炭素資源、鉱物資源等、多様な資源の確保

とその有効利用が不可欠である。そのため、バイオマス資源等、再生可能資源を原

料とする化学品及び燃料製造プロセスの構築に向けて、バイオ変換、化学変換、分

離精製等の技術の高度化を図る。また、化石資源（石炭、メタンハイドレート等）や鉱

物資源（レアメタル、貴金属等）等、枯渇性資源を高度に利用する技術や省使用化技

術、リサイクル技術、代替技術等の開発を行う。 

 

３-（１） バイオマスの利用拡大 

化学品製造等において、石油に代表される枯渇性資源ではなく再生可能資源を効

果的に活用するための技術の開発を行う。具体的には、バイオマスを原料とする機

能性化学品及び燃料製造プロセスの拡大に必要な酵素や微生物等によるバイオ変

換、触媒による化学変換、分離精製、熱化学変換（ガス化、触媒合成）等の基盤技術

と高度化技術の開発を行う。また、全体プロセスの設計と燃料品質等の標準化の提

案を行う。 

 

３-（１）-① バイオマスを利用する材料及びプロセス技術 

バイオマスから、酵素や微生物等によるバイオ変換や触媒による化学変換と分離、

精製、濃縮技術等を用い、基幹化学物質やグリセリン誘導体等の機能性化学品を効

率よく生産するプロセス技術を開発する。特に、グリセリン利用においては、変換効率

７０％以上の技術を開発する。また、製品中のバイオマス由来の炭素が含まれている

割合を認証するための評価方法を開発し、国際標準規格策定に向けた提案を行う。

さらに、バイオエタノール等の再生可能資源由来物質を原料として低級炭化水素や

芳香族等を生産するバイオリファイナリーについて、要素技術及びプロセス技術を開

発する。 

 

３-（１）-② 微生物資源や有用遺伝子の探索と機能解明 （Ⅰ-５-（３）-①を再掲） 

未知微生物等の遺伝資源や環境ゲノム情報、機能の高度な解析により、バイオ変

換において従来にない特徴を有する有用な酵素遺伝子を１０種以上取得する等、酵

素、微生物を用いた実用的な高効率変換基盤技術を開発する。 

 

３-（１）-③ 生体高分子や生体システムの高機能化によるバイオプロセスの高度化

（Ⅰ-５-（３）-②を再掲） 
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バイオプロセスに有用な生体高分子の高機能化を行うとともに、生物情報解析技

術や培養、代謝工学を利用して、機能性タンパク質、化学原料物質としての低分子化

合物等を、従来よりも高品質で効率よく生産するプロセス技術を開発する。 

 

３-（１）-④ バイオマスからの液体燃料製造及び利用技術の開発 （Ⅰ-１-（２）-①を

再掲） 

バイオ燃料製造技術の早期実用化を目指して、高効率バイオ変換（酵素糖化、発

酵）技術、熱化学変換（ガス化、触媒合成）技術、及びトータルバイオマス利用評価技

術を開発する。特に、エネルギー収支２．０(産出エネルギー／投入エネルギー)以上

の高効率バイオ燃料製造プロセスの基盤技術を開発する。 

油脂系バイオマスの化学変換（触媒存在下の熱分解や水素化処理、及びそれらの

組み合わせ処理）により、低酸素の自動車用炭化水素系燃料（重量比酸素分０．１％

未満）を製造する第２世代バイオ燃料製造技術を開発する。また、東アジアサミット推

奨及び世界燃料憲章提案の脂肪酸メチルエステル型バイオディーゼル燃料（BDF）品

質を満たすために、第１世代 BDF の高品質化技術（酸化安定性１０h 以上）等を開発

する。同時に、市場導入に必要な燃料品質等の国内外の標準化を行う。 

 

３-（２） 化石資源の開発技術と高度利用技術 

天然ガスや石炭等の化石資源の確保と高度な転換、利用に資する技術の開発を

行う。具体的には、将来の天然ガス資源として期待されているメタンハイドレートから

天然ガスを効率的に生産するため、分解採収手法の高度化等の技術開発を行う。ま

た、引き続き世界の主力エネルギー源の一つである石炭の有効利用のため、次世代

石炭ガス化プロセス等にかかわる基盤技術の開発を行う。 

 

３-（２）-① メタンハイドレートからの天然ガス生産技術の開発 

我が国周辺海域等に賦存し、将来の天然ガス資源として期待されているメタンハイ

ドレートから安定かつ大量に天然ガスを生産する分解採収手法を開発する。このため、

分解採収手法の高度化、想定される生産障害の評価、メタンハイドレート貯留層モデ

ルの構築、生産時の地層挙動の評価及び生産挙動を予測するシミュレータ等を開発

する。メタンハイドレート貯留層特性に応じた天然ガス生産手法を最適化するため、

室内産出試験設備等によりフィールドへの適用性を評価する。 

 

３-（２）-② 次世代ガス化プロセスの基盤技術の開発 

高効率な石炭低温水蒸気ガス化方式により、ガス化温度９００℃以下でも、冷ガス

効率８０％以上を可能とする低温ガス化装置を開発する。さらに、低温ガス化プロセ

スを利用し、無灰炭や低灰分炭の特性を生かし、H2/CO 比を１～３の範囲で任意に
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調整し化学原料等にする技術を開発する。また、石炭利用プロセスにおける石炭中

の有害微量元素類の挙動を調べるための分析手法を開発し、標準化手法を提案す

る。 

 

３-（３） 資源の有効利用技術及び代替技術 

偏在性による供給不安定性が懸念されているレアメタル等を有効利用するための

技術及び資源の省使用、代替材料技術の開発を行う。具体的には、レアメタル等の

資源確保と同時に有害金属類のリスク管理に資するため、ライフサイクルを考慮した

物質循環フローモデルを構築する。また、廃棄物及び未利用資源からレアメタル等を

効率的に分別、回収する技術の開発を行う。省使用化、代替材料技術として、タング

ステン使用量を３０％低減する硬質材料製造技術の開発を行う。また、レアメタル等

の鉱床探査とリモートセンシング技術を用いた資源ポテンシャル評価を行う。 

 

３-（３）-① マテリアルフロー解析 

有害金属類のリスク管理やレアメタル等の資源確保に係る政策に資するため、国

内外での生産や廃棄、リサイクルを含む、ライフサイクルを考慮した物質循環フロー

モデルを開発する。具体的には、有害性と資源性を持つ代表的な物質である鉛を対

象に、アジア地域を対象としてフローモデルを開発する。次に、鉛において開発した

手法やモデルを基礎として、他のレアメタル等へ展開する。 

 

３-（３）-② レアメタル等金属や化成品の有効利用、リサイクル、代替技術の開発 

レアメタル等の有用な材料の安定供給に資するため、使用済み電気・電子製品等

の未利用資源を活用する技術を開発する。具体的には、金属や化成品の回収及びリ

サイクル時における抽出率、残渣率、所要段数、利用率等の効率を５０％以上向上さ

せる粒子選別技術、元素レベルでの分離精製技術及び精密反応技術を開発する。 

先端産業に不可欠なレアメタル等の省使用化、代替技術を開発する。具体的には、

界面制御や相制御により、レアメタル国家備蓄９鉱種の１つであるタングステン使用

量を３０％低減する硬質材料の製造技術、ディーゼル自動車排ガス浄化用触媒の白

金使用量削減技術や重希土類を含まない磁性材料の製造技術等を開発する。 

 

３-（３）-③ レアメタル等の鉱床探査と資源ポテンシャル評価 （別表２-２-(２)-①を

一部再掲） 

微小領域分析や同位体分析等の手法を用いた鉱物資源の成因や探査法に関す

る研究、リモートセンシング技術等を用いて、レアメタル等の鉱床の資源ポテンシャル

評価を南アフリカ、アジア等で実施し、具体的開発に連結しうる鉱床を各地域から抽

出する。 
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海洋底資源の調査研究については、海洋基本計画に則り、探査法開発、海底鉱物

資源の分布や成因に関する調査研究を実施するほか、海洋域における我が国の権

益を確保するため、大陸棚画定に係る国連審査を科学的データの補充等によりフォ

ローアップする。 

 

４．グリーン・イノベーションの核となる材料、デバイスの開発 

部材、部品の軽量化や低消費電力化等による着実な省エネルギー化とともに次世

代のグリーン・イノベーションを目的として、従来にない機能や特徴を持つ革新的材料

及びデバイスの開発を行う。具体的には、ナノレベルで機能発現する新規材料や多

機能部材の開発を行う。また、部品、部材の軽量化や新機能の創出が期待される炭

素系新材料の産業化を目指した量産化技術の開発と応用を行う。さらに、ナノテクノ

ロジーを駆使して、電子デバイスの高機能化・高付加価値化技術の開発を行う。ナノ

エレクトロニクス等の材料及びデバイス研究開発に必要な最先端機器共有施設を整

備し、効率的、効果的なオープンイノベーションプラットフォームとして活用する。 

 

４-（１） ナノレベルで機能発現する材料、多機能部材 （Ⅲ-２-（１）へ再掲） 

省エネルギーやグリーン・イノベーションに貢献する材料開発を通じてナノテクノロ

ジー産業を強化するために、ナノレベルで機能発現する新規材料及び多機能部材の

開発、ソフトマテリアルのナノ空間と表面の機能合成技術や自己組織化技術を基にし

た省エネルギー型機能性部材の開発を行う。また、新規無機材料や、有機・無機材

料のハイブリッド化等によってもたらされるナノ材料の開発を行う。さらに、革新的な

光、電子デバイスを実現するナノ構造を開発するとともにこれらの開発を支援する高

予測性シミュレーション技術の開発を行う。 

 

４-（１）-① ソフトマテリアルを基にした省エネルギー型機能性部材の開発 

調光部材、情報機能部材、エネルギー変換部材等の省エネルギー型機能性部材

への応用を目指して、光応答性分子、超分子、液晶、高分子、ゲル、コロイド等のソフ

トマテリアルのナノ空間と表面の機能合成技術、及びナノメートルからミリメートルに

至る階層を越えた自己組織化技術を統合的に開発する。 

 

４-（１）-② 高付加価値ナノ粒子製造とその応用技術の開発 

ナノ粒子の製造技術や機能及び構造計測技術の高度化を図ることにより、省エネ

ルギー電気化学応答性部材、高性能プリンタブルデバイスインク、低環境負荷表面コ

－ティング部材、高性能ナノコンポジット部材等の高付加価値ナノ粒子応用部材を開

発する。 
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４-（１）-③ 無機・有機ナノ材料の適材配置による多機能部材の開発 

セラミックス、金属、ポリマー、シリコン等の異種材料の接合及び融合化と適材配置

により、従来比で無機粉末量１／２、熱伝導率同等以上、耐劣化性付与の無機複合

プラスチック部材、ハイブリッドセンサ部材、数 ppm の検知下限で水素、メタン、一酸

化炭素等をガスクロマトグラフなしで一度に計測可能なマルチセンサ部材等の多機

能部材を開発する。このために必要な製造基盤技術として、ナノ構造を変えることなく

ナノからマクロにつなぐ異種材料のマルチスケール接合及び融合化技術を開発す

る。 

 

４-（１）-④ ナノ構造を利用した革新的デバイス材料の開発 

ナノギャップ電極間で生じる不揮発性メモリ動作を基に、ナノギャップ構造の最適化

と高密度化により、既存の不揮発性メモリを凌駕する性能（速度、集積度）を実証する。

また、ナノ構造に起因するエバネッセント光-伝搬光変換技術を基に、ナノ構造の最

適化により、超高効率な赤色及び黄色発光ダイオード（光取出し効率８０％以上）を開

発する。 

 

４-（１）-⑤ 材料、デバイス設計のための高予測性シミュレーション技術の開発 

ナノスケールの現象を解明、利用することにより、新材料及び新デバイスの創製、

新プロセス探索等に貢献するシミュレーション技術を開発する。このために、大規模

化、高速化のみならず、電子状態、非平衡過程、自由エネルギー計算等における高

精度化を達成して、シミュレーションによる予測性を高める。 

 

４-（２） ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用 （Ⅲ-２-（２）へ再掲） 

部材、部品の軽量化や低消費電力デバイス等への応用が可能なナノチューブや

炭素系材料の開発を行うとともに、これらの材料を産業に結びつけるために必要な技

術の開発を行う。具体的には、カーボンナノチューブ（CNT）の用途開発と大量合成及

び精製技術の開発を行う。また、グラフェンを用いたデバイスの実現を目指して、高品

質グラフェンの大量合成法の開発を行う。有機ナノチュ－ブの合成法高度化と用途開

発を行う。パワーデバイスへの応用を目指して大型かつ単結晶のダイヤモンドウェハ

合成技術の開発を行う。 

 

４-（２）-① ナノチューブ系材料の創製とその実用化及び産業化技術の開発 

カーボンナノチューブ（CNT）の特性を活かした用途開発を行うとともに産業応用を

実現する上で重要な低コスト大量生産技術（６００g/日）や分離精製技術（金属型、半

導体型ともに、分離純度：９５％以上；収率：８０％以上）等を開発し、キャパシタ、炭素

繊維、透明導電膜、太陽電池、薄膜トランジスタ等へ応用する。また、ポストシリコンと
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して有望なグラフェンを用いたデバイスを目指して、高品質グラフェンの大量合成技

術を開発する。さらに、有機ナノチューブ等の合成法の高度化と用途開発を行う。 

 

４-（２）-② 単結晶ダイヤモンドの合成及び応用技術の開発 

次世代パワーデバイス用ウェハ等への応用を目指して、単結晶ダイヤモンドの成

長技術及び結晶欠陥評価等の技術を利用した低欠陥２インチ接合ウェハ製造技術を

開発する。 

 

４-（３） ナノエレクトロニクスのオープンイノベーションの推進 （Ⅲ-１-（３）へ再掲） 

次世代産業の源泉であるナノエレクトロニクス技術による高付加価値デバイスの効

率的、効果的な技術開発のために、つくばナノエレクトロニクス拠点を利用したオープ

ンイノベーションを推進する。つくばナノエレクトロニクス拠点において、高性能、高機

能なナノスケールの電子、光デバイスの開発を行うとともに、最先端機器共用施設と

して外部からの利用制度を整備することにより、産学官連携の共通プラットフォームと

しての活用を行う。 

 

４-（３）-① ナノスケールロジック・メモリデバイスの研究開発 

極微細 CMOS の電流駆動力向上やメモリの高速低電圧化、集積可能性検証を対

象に、構造、材料、プロセス技術及び関連計測技術を体系的に開発する。これによっ

て、産業界との連携を促進し、既存技術の様々な基本的限界を打破できる新技術を

５つ以上、創出する。 

 

４-（３）-② ナノフォトニクスデバイスの研究開発 

LSI チップ間光インターコネクションにおいて１０Tbps/cm2 以上の情報伝送密度を

実現するために、半導体ナノ構造作成技術を用いて、微小光デバイス、光集積回路

及び光、電子集積技術を開発する。また、３次元光回路を実現するために、多層光配

線、電子回路との集積が可能なパッシブ及びアクティブ光デバイス、それらの実装技

術を開発する。 

 

４-（３）-③ オープンイノベーションプラットフォームの構築 

産業競争力強化と新産業技術創出に貢献するため、ナノエレクトロニクス等の研究

開発に必要な最先端機器共用施設を整備し、産総研外部から利用可能な仕組みを

整えるとともに、コンサルティングや人材育成等も含めた横断的かつ総合的支援制度

を推進する。当該施設の運転経費に対して１０％以上の民間資金等外部資金の導入

を達成する。 
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５．産業の環境負荷低減技術の開発 

産業分野での省エネルギー、低環境負荷を実現するためには各産業の製造プロ

セス革新が必要である。そのため、最小の資源かつ最小のエネルギー投入で高機能

材料、部材、モジュール等を製造する革新的製造技術（ミニマルマニュファクチャリン

グ）、化学品等の製造プロセスにおける製造効率の向上、環境負荷物質排出の極小

化、分離プロセスの省エネルギー化を目指すグリーンサステナブルケミストリー技術

の開発を行う。また従来の化学プロセスに比べ、高付加価値化合物の効率的な生産

が可能なバイオプロセス活用技術、小型、高精度で省エネルギー性に優れたマイク

ロ電子機械システム（Micro Electro Mechanical Systems：MEMS）の開発を行う。さら

に、様々な産業活動に伴い発生した環境負荷物質の低減及び修復に関する技術の

開発を行う。 

 

５-（１） 製造技術の低コスト化、高効率化、低環境負荷の推進 

製造プロセスの省エネルギー、低環境負荷に貢献する革新的製造技術であるミニ

マルマニュファクチャリングの開発を行う。具体的には、多品種変量生産に対応でき

る低環境負荷型製造技術、セラミック部材と表面加工技術を用いた省エネルギー製

造技術及び希少資源の使用量を少なくしたエネルギー部材とモジュールの製造技術

の開発を行う。また、高効率オンデマンド技術の一つとして、炭素繊維等の難加工材

料の加工が可能となるレーザー加工技術の開発を行う。さらに、機械やシステムの製

品設計及び概念設計支援技術の開発を行うとともに、ものづくり現場の技能の可視

化等による付加価値の高い製造技術の開発を行う。 

 

５-（１）-① 多品種変量生産に対応できる低環境負荷型製造技術の開発 

デバイス製造に要する資源及びエネルギー消費量を３０％削減するために、必要

な時に必要な量だけの生産が可能で、かつ多品種変量生産に対応できる製造基盤

技術を開発する。また、ナノ材料を超微粒子化、溶液化し、それらを迅速に直接パタ

ーニングするオンデマンド製造技術を開発する。 

 

５-（１）-② 高性能セラミック部材と表面加工技術を用いた省エネルギー製造技術の

開発 

製造産業における生産からリサイクルに至るプロセス全体の省エネルギー化を図

るために、断熱性等の機能を２倍以上とした革新的セラミック部材等の製造技術、及

び機器及びシステムの摩擦損失を２０％以上低減させる表面加工技術を開発する。 

 

５-（１）-③ 資源生産性を考慮したエネルギー部材とモジュールの製造技術の開発 
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固体酸化物形燃料電池や蓄電池用の高性能材料、部材及びモジュールを創製す

るため、希少資源の使用量を少なくし、従来に比べて１／２以下の体積や重量で同等

以上の性能を実現する高度集積化製造技術や高スループット製造技術を開発する。 

 

５-（１）-④ レーザー加工による製造の高効率化 

自動車製造工程等に適用できるタクトタイム１分以内を実現する炭素繊維強化複

合材料等のレーザー加工技術の開発、及び従来のフォトリソグラフフィー法等の微細

加工技術に比較して３０％以上の省工程・省部品化処理が可能なオンデマンド加工

技術を開発する。 

 

５-（１）-⑤ 製造分野における製品設計・概念設計支援技術の開発 

機械やシステムの基本設計に必要とされる候補材料の加工に対する信頼性、機械

寿命、リサイクル性を予測するために、実際の運用を想定した評価試験と計算工学

手法を融合したトータルデザイン支援技術を開発する。企業における有効事例を ３ 

業種以上構築する。 

 

５-（１）-⑥ 現場の可視化による付加価値の高い製造技術の開発 

製造プロセスの高度化及びそれを支える技能を継承するために、ものづくり現場の

技能を可視化する技術、利便性の高い製造情報の共有技術、高効率かつ低環境負

荷な加工技術を開発する。成果を企業に導入し、顕著な効果がある事例を５０件構築

する。 

 

５-（２） グリーンサステナブルケミストリーの推進 

各種産業の基幹となる高付加価値化学品等の持続的な生産、供給を実現するた

め、製造効率の向上、環境負荷物質排出の極小化、分離プロセスの省エネルギー化

等を実現するプロセス技術の開発を行う。具体的には、精密合成技術、膜分離技術、

ナノ空孔技術、マイクロリアクター技術、特異的反応場利用技術等の開発を行う。 

 

５-（２）-① 環境負荷物質の排出を極小化する反応、プロセス技術 

酸化技術、触媒技術、錯体・ヘテロ原子技術、ナノ空孔技術、電磁波技術等を用い

ることにより環境負荷物質排出を極小化し、機能性高分子材料、電子材料、医農薬

中間体、フッ素材料等を合成するプロセス技術を開発する。特に、反応率８０％以上、

選択率９０％以上で目的製品を得ることができる過酸化水素酸化プロセス技術を開

発する。また、触媒開発においては、触媒の使用原単位を現行製造法の２０％以下

にする技術を開発する。 
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５-（２）-② 化学プロセスの省エネルギー化を可能とする分離技術 

 化学プロセスの省エネルギー化の実現に資する膜分離、吸着分離等の技術を開発

する。具体的には、膜性能の向上、膜モジュール技術の開発、膜分離プロセスの設

計を進めることにより、蒸留等を用いた現行プロセスの消費エネルギーを５０％削減

できる膜分離技術を開発する。また、ナノ多孔質材料の細孔表面の修飾や有機材料

等との複合化、細孔の配向性制御、吸着特性評価等の技術を開発し、従来比２５％

以上の省エネルギー化が可能な産業分野用吸着分離プロセスを開発する。 

 

５-（２）-③ コンパクトな化学プロセスを実現する技術 

 高温高圧エンジニアリング技術、マイクロリアクター技術、膜技術、特異的反応場利

用技術等を用い、有機溶媒の使用を抑制したプロセスや、適量分散型で短時間に物

質を製造できるプロセス技術を開発する。特に、機能性化学品を合成する水素化反

応において、有機溶媒を用いず、従来法に比べ１５０％以上の反応効率を達成する。 

 

５-（３） バイオプロセス活用による高効率な高品質物質の生産技術 

 微生物や酵素を利用したバイオプロセスは、化学プロセスに比べて反応の選択性

が極めて高く、高付加価値化合物の効率的な生産が可能である。バイオプロセスの

広範な活用とバイオものづくり研究の展開のため、微生物資源や有用遺伝子の探索

と機能解明、生体高分子の高機能化とバイオプロセスの高度化技術、設計技術及び

遺伝子組換え植物の作出技術の開発と密閉式遺伝子組み換え植物生産システムの

実用化を行う。 

 

５-（３）-① 微生物資源や有用遺伝子の探索と機能解明 （Ⅰ-３-（１）-②へ再掲） 

 未知微生物等の遺伝資源や環境ゲノム情報、機能の高度な解析により、バイオ変

換において従来にない特徴を有する有用な酵素遺伝子を１０種以上取得する等、酵

素、微生物を用いた実用的な高効率変換基盤技術を開発する。 

 

５-（３）-② 生体高分子や生体システムの高機能化によるバイオプロセスの高度化

（Ⅰ-３-（１）-③へ再掲） 

バイオプロセスに有用な生体高分子の高機能化を行うとともに、生物情報解析技

術や培養、代謝工学を利用して、機能性タンパク質、化学原料物質としての低分子化

合物等を、従来よりも高品質で効率よく生産するプロセス技術を開発する。 

 

５-（３）-③ 遺伝子組換え植物作出技術と生産システムの開発 

植物生産システム等のグリーンバイオ産業基盤を構築し、実用化に目処をつける。

そのために、遺伝子組換え技術により植物の持つ物質生産機能を高めるとともに、



 39 

転写制御因子の改変体モデル植物を全因子の９０％程度（従来は２５％程度）につい

て作成して解析すること等により、新たな機能を付与する技術を開発する。 

 

５-（４） 省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械システム製造技術 （Ⅲ-２-（３）

へ再掲） 

産業分野の省エネルギー化や環境負荷低減に貢献するマイクロ電子機械システ

ム（MEMS）製造技術の開発を行う。具体的には、高機能な MEMS を安価に生産する

ための大面積製造技術の開発を行う。また、バイオ、化学、エネルギーといった異分

野の MEMS デバイスを融合及び集積化する製造技術の開発を行う。さらに、安全・安

心や省エネルギー社会実現に貢献する MEMS デバイスを利用したユビキタスシステ

ムの開発を行う。 

 

５-（４）-① 高集積、大面積製造技術の開発 

高機能で安価かつ大面積での MEMS 製造技術を開発する。具体的には、１００nm

より微細な３次元構造体をメートル級の大きさにわたり、低コストかつ低環境負荷でレ

ジストや金属メッキ構造体、多結晶シリコン材料等を用いて MEMS を量産するための

基盤技術を開発する。 

 

５-（４）-② ユビキタス電子機械システム技術の開発 

安全・安心や省エネルギー社会に資するユビキタスマイクロシステムの実現のため

に、バイオ、化学、エネルギー等異分野のデバイスを融合、集積化した MEMS デバイ

スを製造するための技術及び低消費電力かつ低コストな MEMS コンポ－ネント製造

技術を開発する。具体的には、数ミリメートル角以内の通信機能付きセンサチップを

試作し、オフィス、クリーンルーム等の製造現場の消費エネルギーを１０％削減するた

めのシステム技術を開発する。 

 

５-（５） 環境負荷低減技術、修復技術 

各種産業プロセスから発生した環境負荷物質の高効率処理及び浄化と環境修復

に貢献する技術の開発を行う。具体的には、水や大気等に含まれる微量重金属や残

留性有機汚染物質（POPs）等、低濃度の環境負荷物質を高効率に処理可能な選択

的吸着技術、触媒技術の開発を行う。また、太陽光、植物や微生物等の自然界の能

力を利用、強化し、低濃度広域汚染サイトや複合汚染サイトにも適用できる高効率、

低コストな浄化、修復技術の開発を行う。 

 

５-（５）-① 環境負荷低減を目指した浄化技術の開発 
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水や大気に含まれる低濃度の環境負荷物質を、従来比で最大４倍の総合処理効

率（処理能力／エネルギー消費）で処理可能な浄化技術を開発する。具体的には、

ナノ空間材料や特殊反応場を利用した選択的吸着技術、触媒技術等を活用して、反

応選択性や効率の向上を図る。また、残留性有機汚染物質（POPs）等難分解性物質

を焼却によらずに完全に無機化できる反応技術、さらには有価物への変換技術を開

発する。 

 

５-（５）-② 自然浄化能の強化による環境修復技術の開発 

太陽光や植物、微生物等の自然界が有する環境浄化能力を促進、拡大強化する

ことにより、環境負荷が少なく、オンサイトでも利用可能な土壌、水、空気の環境修復

技術を開発する。例えば、これまで困難であった低濃度広域汚染サイトや複合汚染

サイトの低環境負荷型浄化、修復を可能とするために、既存法に比べて除去コストを

１／４に縮減する浄化技術を開発する。 

 

６．持続発展可能な社会に向けたエネルギー評価技術、安全性評価及び管理技術

並びに環境計測及び評価技術の開発 

グリーン・イノベーションにより持続可能社会を構築するためには、エネルギー技術

をはじめ、科学と産業にかかわる安全性、環境影響等を正しく評価することが必要で

ある。そのため、エネルギー関連技術にかかわるシナリオ等の評価を行うとともに、

二酸化炭素削減のための技術及び取組の評価手法の開発を行い、二酸化炭素削減

ポテンシャルを定量化する。また、産業活動における安全性を向上させるために、ナ

ノ材料に代表される新材料のリスク評価及び管理技術の開発、産業事故防止のため

の安全性評価及び管理技術、化学物質の最適管理手法の開発を行う。さらに、環境

負荷物質のスクリーニング、計測技術の開発と物質循環過程解明を通じた総合的な

環境影響評価技術の開発を行う。 

 

６-（１） 革新的なエネルギーシステムの分析、評価 

持続可能な社会の構築に必要な革新的エネルギー関連技術にかかわるシナリオ

の分析、評価を行う。具体的には、環境と資源の制約を考慮し、二酸化炭素の回収

貯留や水素を媒体としたエネルギーシステム等の開発及び導入に関するシナリオの

分析、評価を行う。さらに、国際的な連携を念頭においた国内外技術開発ロードマッ

プや新規技術の適用性評価及び技術導入シナリオの策定を行う。 

 

６-（２） 持続発展可能な社会と産業システムの分析 

二酸化炭素の削減や環境負荷低減のための様々な方策を評価する手法の開発を

行う。具体的には、実態調査等に基づく、温室効果ガス排出原単位のデータ作成や
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消費者の行動等を解析し、削減率の定量化を行う。また、最適な社会と産業システム

の設計を目指して、これら方策の削減ポテンシャルを明らかにし、持続可能な社会の

構築に資する技術開発、技術のシステム化、市場システムの分析と評価を行う。 

 

６-（２）-① サステナブルシステム及び技術評価 

最適な社会と産業システムの設計を目指し、持続可能な社会に向けた各種の取組

に対し、資源性、経済性、社会受容性等の観点から技術評価を行い、これらの環境

負荷削減量を定量化する。 

 

６-（２）-② 持続性指標の活用による低炭素社会システムの評価 

CO2 見える化等の指標を、消費者や企業の低炭素行動に結びつけるための手法

を開発する。具体的には、カーボンフットプリント等の施策に関して、原単位データを

作成するとともに、消費者の受容性や低炭素行動等を解析し、その二酸化炭素削減

ポテンシャルを定量化する。 

 

６-（３） 先端科学技術のイノベーションを支える安全性評価手法 

今後新規に開発される先端科学技術に応用可能な安全管理体系の構築を目指し

て、ナノ材料のリスク評価及び管理手法の開発を行う。具体的には、新規技術の研

究開発から製品化に至るプロセスに安全性評価を統合するための方策の開発を行う。

適用事例として、カーボンナノチューブ等の工業ナノ材料について、有害性評価手法

やばく露の計測及び予測評価手法の開発を行う。また、物理化学的特性やリスク評

価結果を総合し、研究段階に応じたリスク管理指針を確立する。 

 

６-（４） 産業保安のための安全性評価技術、安全管理技術  

産業活動における安全性を向上させるために、産業事故の原因究明に関する研

究を行う。さらに、過去に起きた事故の情報収集とデータベース化を行うとともに、事

故を未然に防ぐための安全文化（ヒューマンファクターや組織要因等）を醸成するた

めの手法の開発を行う。具体的には、火薬類のフィジカルリスク低減や新型火薬庫に

関する安全性評価の研究を行うとともに、爆発反応や衝撃波を衝撃圧縮に応用する

研究を行う。また、実際の化学プラント等の事業所への適用を目指して、化学プラント

等の産業事故データベースの作成と事故の分析を通して、事業所の持つ保安基盤技

術とそれを支える安全文化からなる保安力の評価手法の開発を行う。 

 

６-（５） 化学物質の最適管理手法の確立 

ある化学物質によるリスクを下げることにより、別の化学物質によるリスクが増加

する（リスクトレードオフ）事例に対応するため、化学物質の有害性、ばく露、対策の
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効果等を事前に予測するための技術の開発を行う。具体的には、化学物質の最適管

理のための意思決定に資するため、多数のリスク因子を同時に考慮することを可能

とするリスクトレードオフ評価手法を確立する。また、化学物質の発火及び爆発危険

性評価技術の開発を行い、基準の作成等を行う。 

 

６-（５）-① リスクトレードオフを考慮した評価及び管理手法の開発 

社会全体のリスクを適切に管理することを目的として、排出量推計、環境動態及び

ばく露モデリング、有害性推論、リスク比較等の要素技術を開発し、リスクトレードオフ

評価及び管理手法を開発する。また、具体的な用途群へ適用する。 

 

６-（５）-② 爆発性化学物質の安全管理技術の開発 

化学物質の発火及び爆発危険性の現象解明、危険性評価技術の開発、安全な取

り扱い技術の基準作成等を行う。 

 

６-（６） 環境の計測技術、生体及び環境の評価技術 

産業活動に伴って発生する環境負荷物質のスクリーニング技術及び計測技術の

開発を行う。また、環境修復技術に必要な物質循環過程を解明し、総合的な環境影

響評価技術の開発を行う。具体的には、製品及び産業プロセスにおける有害物質の

計測手法や環境修復技術に必要な環境微生物の迅速検出法等の開発を行う。産業

活動によって直接又は間接的に発生する温室効果ガス等が、生物多様性や生態系

内貯留等の環境へ与える影響を評価する技術の開発を行う。 

 

６-（６）-① 環境負荷物質及び環境浄化能の計測手法の開発 

化学物質や重金属の国際規制に対応するため、製品及び産業プロセスにおける

有害物質の迅速検出法を開発し、標準化を行う。また、生物応答に基づく有害性のス

クリーニング技術を開発する。さらに、環境修復技術に必要な、分析効率（スピード、

コスト、労力）を現状比５倍以上に向上させた環境微生物の迅速検出法を開発する。 

 

６-（６）-② 産業活動の環境影響評価 

地域、地球環境に対する産業活動の影響を適確に評価するため、温室効果ガス、

エアロゾル、有害化学物質、生物多様性及び微生物活動の測定並びに吸収及び発

生源推定の誤差を現状の５０％以下とする技術を開発する。 

 

６-（６）-③ 二酸化炭素貯留技術の環境影響評価 （一部、別表２-２-（１）-②を再

掲） 
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二酸化炭素の海底下地層貯留技術や海洋中深層隔離に必要な環境影響評価の

ため、二酸化炭素の漏洩や注入を想定した室内実験等により、微生物活性や炭素等

の親生物元素の挙動等、物質循環の駆動にかかわる過程へ与える影響について評

価手法を開発する。 

早期実用化を目指して、二酸化炭素地中貯留において、二酸化炭素の安全かつ

長期間にわたる貯留を保証するための技術を開発する。大規模二酸化炭素地中貯

留については、複数の物理探査手法を組み合わせた効率的なモニタリング技術の開

発、二酸化炭素の長期挙動予測に不可欠である地下モデルの作成や精緻化を支援

する技術及び長期間にわたる地層内での二酸化炭素の安定性を評価する技術を開

発する。 

圧入終了後における長期間監視のための費用対効果の高いモニタリング技術や、

我が国での実用化に当たって考慮すべき断層等の地質構造に対応した地下モデリン

グ技術を開発するとともに、二酸化炭素が地中に貯留されるメカニズムの定量的解

析や、各地における貯留ポテンシャル評価等の基盤技術を開発する。また、安全性

評価技術の開発と中小規模排出源からの排出に対応した地中貯留の基礎研究を実

施する。 

 

６-（６）-④ 生態系による二酸化炭素固定能評価 

環境影響を最小限に抑えた、生態系内炭素貯留を可能とする、森林や海域内生態

系の炭素固定メカニズムの解明とその強化方法、モニタリング及び環境影響評価技

術を開発する。 

 

 

Ⅱ．ライフ・イノベ－ションを実現するための研究開発の推進 

 

ライフ・イノベーションを実現するためには、疾病や事故の予防、治療や介護支援

の充実に加えて、健康で安全な生活を送りやすくすることが必要である。疾病を予防

し、早期診断を可能とするため、生体分子の機能分析、解析技術等の開発を行う。疾

病の革新的治療技術を実現するため、効率的な創薬技術の開発、先進的な医療支

援技術の開発を行う。健康を維持増進し、心身ともに健康な生き方を実現するために

必要な計測、評価技術等の開発を行う。また、社会生活の安全を確保するための情

報通信技術（IT、センサ）や生活支援ロボットの安全を確立するための技術開発を行

う。 

 

１．先進的、総合的な創薬技術、医療技術の開発 
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国民の健康のために、疾病の予防や早期診断、早期治療、個の医療の充実が求

められている。これらの課題を解決するため、細胞操作及び生体材料技術を応用し

た再生医療技術や先端医療支援技術、医療機器技術等の開発を行う。また、有用な

新規バイオマーカーを利用して疾病の予防や早期診断を行うため生体分子の機能分

析及び解析技術等の開発を行う。さらに、情報処理と生物解析の連携、融合により、

安全性を保ちつつ開発コスト低減に資する高効率創薬技術の開発を行う。 

 

１-（１） 細胞操作及び生体材料に関する技術の応用による医療支援技術 

組織や臓器等の機能を根本的に回復する医療技術である再生医療に資する細胞

操作技術、人工臓器等に用いる材料技術や、治療の安全や効果の向上に資する医

療機器にかかわる技術の開発を行う。また、これらの先端医療支援技術等の実用化

に向けた基盤整備を行う。特に、安定かつ性質が揃った細胞の供給に資する iPS 細

胞の作製効率を従来の約１０倍（現状１％以下を１０％程度）に向上させる技術の開

発を行う。 

 

１-（１）-① 幹細胞等を利用した再生医療等に資する基盤技術及び標準化技術の開

発 

骨、軟骨、心血管、膵臓等を生体組織レベルで再生する技術や神経ネットワークの

再構成を促進する技術等を開発する。iPS 細胞の作製効率の１０倍程度の向上や新

規な因子の探索、作製した細胞の評価技術の開発等により、創薬における医薬品の

毒性評価や再生医療に必要な分化細胞や組織等を供給するための基盤技術や標準

化技術を開発する。 

 

１-（１）-② 組織再生技術や生体材料技術を利用した喪失機能の代替デバイス技術

の開発 

人工心臓の補助循環ポンプにおいて現状の３倍である９０日の無血栓を達成する

等、長期生体適合性を有する人工臓器等による身体機能の代替技術及び材料技術

を開発する。 

 

１-（１）-③ 医療機器開発に資する先端技術の開発と実用化に向けた基盤整備 

短時間で計測可能な高速診断法、細胞や組織における分子の機能を解析可能な

画像診断法等、治療の安全と効果の向上を目指した技術を開発するとともに、医療

機器の迅速な製品化に資する開発基盤を整備する。 

 

１-（２） 生体分子の機能分析及び解析に関する技術 
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疾病の予防や早期診断、早期治療の指標の確立等を目的として、有用な新規バイ

オマーカーを同定し、それを評価利用する技術の開発を行う。また、新薬開発コスト

低減に資する創薬プロセス高効率化のための基盤技術の開発を行う。さらに、これら

の技術に資する生体分子の高感度検出技術、計測及び解析技術の開発と標準化を

行う。特に、感染症の拡大の防止等、医療に役立つ新規抗体の生産に必要な期間を

従来の１／３程度に短縮する技術の開発を行う。 

 

１-（２）-① ナノテクノロジーと融合した生体分子の計測、解析技術の開発と標準化 

生体分子の計測、解析機器の高度化と標準化を目的として、バイオテクノロジーと

情報技術及びナノテクノロジーを融合し、バイオマーカー検出限界を従来技術の１０

倍以上向上させる等、生体分子、細胞等を短時間で簡便に分離解析できる手法や素

子を開発する。 

 

１-（２）-② 身体状態の正確な把握に資する糖鎖やタンパク質等のバイオマーカー

の探索、検知法開発とその実用化 

がん及びその他の疾病の予防や診断及び治療に利用するため、動脈硬化を伴う

脳や心血管障害の直接評価やがんの識別を可能にする血清バイオマーカー等、有

用な新規バイオマーカーを同定し、それを評価、利用する技術を開発する。 

 

１-（２）-③ 有用生体分子の構造、機能解析に基づく創薬基盤技術の構築、改良と

その分子の高度生産技術の開発 

生体分子の構造、機能及び作用機構を医薬品等の創成や診断手法に結びつける

ための基盤技術を開発する。また、医療に役立つ新規抗体の生産に必要な期間を従

来の１／３程度以下に短縮する技術等、バイオプロセスを活用した高品質、高効率な

生産関連技術を開発する。 

 

１-（３） 情報処理と生物解析の連携による創薬支援技術や診断技術 

効率的な創薬や、個の医療の実現に向けて、ヒトの遺伝子、ＲＮＡ、タンパク質、糖

鎖情報等のバイオデータベースを整備し、それらの配列情報と分子構造情報を用い

た創薬支援技術及び細胞内のネットワーク、パスウェイの推定やシミュレーション等

のシステム生物学的解析を用いた創薬基盤技術の開発を行う。特に、医薬品候補化

合物について従来の５倍程度の効率で選択することを可能とするために、遺伝子や

タンパク質の機能予測技術の開発を行う。 

 

１-（３）-① 配列情報と分子構造情報を用いた創薬支援技術開発 
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遺伝子やタンパク質の機能予測及び特定のタンパク質や糖鎖と相互作用する化合

物の探索等、膨大な化合物の中から従来の５倍程度の効率で医薬品候補を選び出

すことのできる技術を開発する。 

 

１-（３）-② システム生物学的解析を用いた創薬基盤技術の開発 

転写制御、シグナル伝達、代謝に代表される、細胞内のネットワーク、パスウェイ

等の推定やシミュレーションにより、創薬に必要な化合物の設計と合成、標的分子を

推定する技術を開発する。 

 

１-（３）-③ バイオデータベース整備と利用技術の開発 

遺伝子や生体分子に関する情報の高度な利用を促進する情報データベースやポ

ータルサイト等を構築する。また、ヒトの遺伝子、ＲＮＡ、タンパク質、糖鎖情報等の整

備及び統合を行うとともに、診断技術等の利用技術を開発する。 

 

２．健康な生き方を実現する技術の開発 

心身ともに健康な社会生活を実現するために、高齢者のケア、健康の維持増進、

社会不安による心の問題の解決等の観点から健康な生き方に必要な開発課題に取

り組む。具体的には、ストレス等を含む心身の健康状態を定量的に計測する技術の

開発を行う。また、その計測結果に基づいて、個人に適した治療やリハビリテーション

による健康の回復、維持増進を支援する技術の開発を行う。 

 

２-（１） 人の機能と活動の高度計測技術 

個人の状況に応じて心身共に健康な生活を実現するために、人の心と行動を理解

し、健康生活へと応用することが必要である。そのために脳神経機能及び認知行動

の計測技術、人の生理、心理及び行動の予測に資する技術の開発を行う。また、高

齢者や障害者の生理、心理及び行動データを基にした、安全性や快適性の確立に資

する標準化活動を行う。特に、空間分解能を維持しつつ、ミリ秒オーダーの時間分解

能で脳神経活動を計測する技術の開発を行う。 

 

２-（１）-① 脳神経機能及び認知行動の計測技術の開発と人間の心と行動の理解、

モデル化、予測技術の開発 

脳神経機能と認知活動に関して、空間分解能を維持した状態でミリ秒オーダーの

時間分解能の実現による脳の領域間の相互作用の評価等を非（低）侵襲、高解像度

で計測する技術を開発する。また、得られたデータから人の認知処理容量の定量化

や機器操作への適応等心理状態、認知行動を評価及び予測するモデルを開発す

る。 
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２-（１）-② 日常生活における人間の生理、心理及び行動の統合的計測と健康生活

への応用技術開発とその国際標準化 （Ⅳ-３-（１）-③へ再掲） 

日常生活における高齢者、障害者、健常者等の人間の生理、心理及び行動情報

を計測し、健康及び安全状態を時系列で定量的に評価する技術を開発する。低視力

者、聴覚障害者や高齢者を対象にデータの蓄積を行い、新たに５件程度の ISO 提案

を目指した標準化活動を行う。 

 

２-（２） 生体情報に基づく健康状態の評価技術 

個人の健康状態を評価するために、環境要因、ストレス等を含む心身の健康状態

の定量的な計測が必要である。そのため、生体及び心の健康状態に関する分子レベ

ルの指標の開発、標準化に向けたデータベース構築のための健康情報の収集、周

辺環境モニタリングも含めた健康情報を管理及び評価するためのシステムの開発を

行う。 

 

２-（２）-① 分子計測による心身の健康状態のモニタリング、管理技術の開発 

身体的健康状態又は鬱、ストレス、睡眠障害等の精神的健康状態を尿、血液、唾

液等の生体試料を用いて簡便かつ迅速に検知し、時系列情報として管理できるデバ

イスや５個程度のバイオマーカー候補を開発する。 

 

２-（２）-② 健康リスクのモニタリング及び低減技術、健康維持技術と健康情報の管

理及び活用技術の開発 

環境に存在する５０種類以上の工業用ナノ粒子、微粒子等の健康阻害因子を高精

度に計測及び評価し、因子の除去、又は健康への影響を効果的に低減するための

技術を開発する。また、健康管理システムを構築するために、心と体の健康情報を長

期的に収集及び評価する技術並びに健康逸脱状態を検出する技術を開発する。 

 

２-（３） 健康の回復と健康生活を実現する技術 

健康な社会生活を実現するために、人の生理、心理及び行動や生体及び心の健

康状態に関する指標に基づいて、失われた運動能力や認知能力を補い、個人の健

康状態に適した暮らし方を支援する技術や、リハビリテーション等の健康回復、維持

増進を支援するための技術の開発を行う。また、患者と医療従事者の負担を軽減す

るための技術開発を行う。 

 

２-（３）-① 生体情報計測に基づく軽負荷医療及び遠隔医療支援技術の開発 
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患者と医療従事者の負担軽減を目的として、生体組織の物理的、生理的計測情報

を高度に組み合わせ、計測時間の短縮や試料採取量を減らすことにより、低侵襲治

療を支援する技術を開発する。また、先端的材料技術や電子機械技術を融合し、手

術手技研修システム技術を開発する。 

 

２-（３）-② 身体生理機能や認知機能の理解に基づき心身機能を維持増進する技

術や回復（リハビリテーション）する技術の開発  

加齢に伴う知覚能力減退に起因する歩行困難等を緩和し、安心して生活できる社

会を実現するために、認知及び運動の相互作用特性の計測、評価及びデータベース

に基づいた視覚障害者に対する聴覚空間認知訓練システムを開発する。また、心身

活動の維持に適合した製品や環境設計技術、心身活動の回復（リハビリテーション）

や増進を支援する技術を開発する。 

 

２-（３）-③ 人間の心身活動能力を補い社会参画を支援するためのインターフェース

等の技術開発 

現状の運動能力や認知能力を補い高齢者、障害者、健常者等のより高度な社会

参画を可能にする技術（従来の２倍以上の意思伝達効率のブレインマシンインターフ

ェースや、柔軟で１V 程度の低電圧駆動が可能な運動アシスト機器等）を開発する。 

 

３．生活安全のための技術開発 

疾患の予防や社会生活における事故防止、高齢化社会の到来による介護負荷の

軽減、ネットワーク社会における消費者の保護等、日常生活にかかわる生活安全の

ための情報通信技術（IT）にかかわる開発を行う。具体的には、ストレスセンシングな

ど生活安全にかかわるセンサ技術、高齢者や被介護者等の日常生活を支援するセ

ンサ技術等の開発を行う。また、日常生活における人とのインタラクションが必要とな

る生活支援ロボットの実環境での安全性を確立するための基盤技術の開発を行い、

安全規格を定める。 

 

３-（１） IT による生活安全技術 

安全・安心な社会生活を実現するため、情報通信技術（IT）にかかわる研究開発を

行う。具体的には、バイオケミカルセンサ等センサシステム自体の開発と併せて、セ

ンサを用いた人や生活環境のセンシング技術、センシングデータの解析やモデル化

技術に基づいた異常検出やリスク分析及びリスク回避の技術開発を行う。さらに、消

費者の情報や権利を保護するための情報セキュリティ対策技術の開発を行う。 

 

３-（１）-① 生活安全のためのセンサシステムの開発 
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生活習慣病の迅速診断、感染症対策のためのウイルスの検出、ストレスセンシン

グを目的として、導波モードや新蛍光材料を用いたバイオ・ケミカルセンシングシステ

ムを開発する。また、予防医療につながる眼底の高精度診断のために、画像分光や

能動的光波制御を用いた眼底イメージング装置を開発し、５µm 以上の分解能を実現

する計測技術を開発する。 

生活環境下における有毒ガス等の分光検知を目指して、複数ガスの遠隔分光に

適した２００～５００GHz 帯において、従来検出器の１／５以下の最小検出電力を持つ

高感度超伝導受信器を開発する。 

 

３-（１）-② 生活安全のためのセンサを用いた見守り及び異常検出技術 

高齢者及び被介護者の健康及び身体状態の把握や、介護者の支援を目的とし、

生活の安全性の検証とリスク分析の手法を開発する。具体的には、生活における危

険状態の自動検出を実現するために、人の１０以上の姿勢や運動状態の識別及び

運動量を推定できる技術を開発する。異常状態の自動検出率９５％を目指して、生活

動画、日常音環境等を分析する技術を開発する。また、医療における早期診断支援

を目的とし、がん細胞の自動検出率９５％を実現するために、胃生検画像を自動的に

診断する技術を開発する。 

 

３-（１）-③ 人間機能モデルによる生活安全評価技術 

乳幼児と高齢者の傷害予防を目的に、傷害情報サーベイランス技術と実時間見守

りセンシング技術を開発し、１２，０００件以上からなる傷害データベースと WHO 国際

生活機能分類に準拠した生活機能構造を作成する。データベースから生体モデルと

生活機能モデルを構築する技術を開発するとともに、１０件以上の製品の設計、評価

及びリスクアセスメントに適用し、生活支援ロボットの設計と評価に応用する。開発技

術を５か所以上の外部機関や企業が利用可能な形で提供し、運用検証する。 

 

３-（１）-④ 消費者の情報や権利を保護するための情報セキュリティ対策技術 

ネットワーク社会において消費者の情報や権利を保護するため、バイオメトリクス

やパスワード等の認証用情報が漏えいした際にも、認証情報更新を容易にすること

により、被害を最小限に抑えることができる個人認証技術や、ユーザがサーバと相互

に認証することで、ユーザがフィッシング詐欺を認知可能とする技術等のプライバシ

情報保護及びユーザ権限管理技術を開発する。さらに、開発した技術を、ウェブブラ

ウザのプラグイン等の形で５つ以上実装、公開し、１０以上のウェブサービス等での

採用を目指す。 

 

３-（２） 生活支援ロボットの安全の確立 
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介護及び福祉に応用する生活支援ロボットの製品化に不可欠な実環境下での安

全の確立を目指して、ロボットの新しい安全基準を構築し、ロボットを安全に動作させ

る際に必要な基盤技術の開発を行う。また、ロボットの制御ソフトウェアの信頼性を高

め、実装するための基盤技術の開発を行う。特に、ロボットのリスクマネジメント技術

の開発においては、機能安全の国際規格に適合可能な安全規格を定める。 

 

３-（２）-① ロボットの安全性評価のためのリスクマネジメント技術の開発 （Ⅳ-３-

（１）-④へ再掲） 

機能安全の国際規格に適合可能なロボットの安全規格を定めるため、ロボットの

安全性を試験、評価するための技術を開発する。ロボットの安全技術としてのセンサ

技術、制御技術、インターフェース技術、ロボットの安全性を検証するためのリスクア

セスメント技術を開発する。 

 

３-（２）-② 高信頼ロボットソフトウェア開発技術 （Ⅳ-３-（１）-⑤へ再掲） 

機能安全の国際規格に適合可能な安全なロボットを実現するため、高信頼なロボ

ットソフトウェアを設計、実装する技術を開発する。このため、ロボットソフトウェアのリ

スクアセスメント、システム設計、開発、評価を一貫して行うことのできる技術を開発

する。 

 

 

Ⅲ．他国の追従を許さない先端的技術開発の推進 

 

様々な資源、環境制約問題を乗り越えて我が国の国際競争力を強化するために

は、技術指向の産業変革により新産業を創出する必要がある。特に、情報通信産業

の上流に位置づけられるデバイスの革新とともにデバイスを製品へと組み上げていく

システム化技術の革新が重要である。そのため、競争力強化の源泉となる先端的な

材料、デバイス、システム技術の開発を行う。また、情報通信技術によって生産性の

向上が期待できるサ－ビス業の発展に資するため、サ－ビス生産性の向上と新サ－

ビスの創出に貢献する技術の開発を行う。さらに、協調や創造によるオープンイノベ

ーションの仕組みを取り入れた研究開発を推進する。 

 

１．高度な情報通信社会を支えるデバイス、システム技術の開発 

情報通信社会の継続的な発展には、低環境負荷と高性能の両立及び新機能の実

現によるデバイスの革新が必要である。このため、光、電子デバイスの高機能化、高

付加価値化技術の開発を行う。また、デバイスの設計を容易にするため、計算科学
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を用いた材料、デバイスの機能予測技術の開発を行う。さらに、ＩＴ活用による製造及

びシステム技術の高効率化や高機能化に関する技術の開発を行う。 

 

１-（１） デバイスの高機能化と高付加価値化技術 

情報通信社会の継続的な発展のために、微細化等によるデバイスの高機能追求

やフレキシブル有機デバイスの開発、光通信の波長、空間の高密度化等、情報通信

技術の革新に資する光、電子デバイス技術の開発を行う。また、シミュレーションによ

り特性を予測することで、デバイスの開発を容易にする技術の開発を行う。特に、極

微細かつ低消費電力素子として期待されるスピントランジスタの実現を目指して、半

導体中でのスピンの注入、制御及び検出技術の開発を行う。 

 

１-（１）-① 情報処理の高度化のための革新的電子デバイス機能の開発 

ポスト CMOS 時代の極微細、低消費電力素子として期待されるスピントランジスタ

の実現を目指して、半導体中でのスピンの注入、制御及び検出技術を開発する。ま

た、光ネットワーク高度化のためのスピン光機能デバイスを開発する。 

 CMOS 素子とは異なる原理で動作する超低消費電力演算素子の実現を目指して、

金属酸化物材料と高温超伝導材料の物性解明と物性制御技術の開発を行い、材料

の磁気、電気、光学特性等を電子相状態により制御するプロトタイプ素子において低

消費電力スイッチング機能等を実証する。 

 

１-（１）-② 情報入出力機器のフレキシブル、小型化のためのデバイスの研究開発 

小型軽量の次世代情報家電に資する柔軟性、軽量性及び耐衝撃性に優れたフレ

キシブルなディスプレイを開発する。そのために受発光、導電、半導体、誘電体等の

光電子機能を有する新規の有機材料や無機材料を開発する。これらの材料のナノ構

造制御により、非晶質シリコンよりも優れた移動度(５cm2/Vs 以上）、on/off 比(５桁以

上)、駆動電圧(５V 以下)で動作する有機薄膜トランジスタや受発光素子を開発する。

さらに赤色領域での位相差０．２５波長を有する偏光素子や回折、屈折素子等の高

性能光入出力素子を開発する。 

 

１-（１）-③ 光通信の波長及び空間の高密度化 （Ⅰ-２-（３）-③を一部再掲） 

高精細映像等の巨大コンテンツを伝送させる光ネットワークを実現するために、既

存のネットワークルータに比べてスループットあたり３桁低い消費電力でルーティング

を行う光パスネットワークで伝送する技術を開発する。具体的には、ルートを切り替え

るシリコンフォトニクス、ガラス導波路技術を用いた大規模光スイッチ、伝送路を最適

化する技術及び光パスシステム化技術を開発する。また、１Tb/s 以上の大伝送容量
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化を目指して、多値位相変調や偏波多重を含む超高速光多重化のためのデバイス

及び光信号処理技術を開発する。 

情報通信の安全性に向けて、量子中継等の技術を開発し、高密度波長多重量子

暗号通信デバイス、システムを開発する。 

 

１-（１）-④ ナノ電子デバイスの特性予測と設計支援技術 

微細 CMOS の性能向上に用いられている機械的ひずみに代表される新構造及び

新材料デバイスの構造や特性を実際の試作に先立って予測するために、計測技術を

一体化させた設計ツールとするシミュレーションシステムを開発する。 

 

１-（１）-⑤ 高効率な設計とシミュレーションのための高性能計算技術 

電子デバイスが発揮する新機能を高速なコンピュータシミュレーションにより予測す

ることを目的として、数千万 CPU コア時間程度の大規模計算におけるシミュレーショ

ンソフトウェア開発支援環境を開発する。この並列／分散計算環境において、アプリ

ケーションの特性に応じて適切な資源を割当て、障害が発生しても実行を継続する、

高信頼／高効率計算技術を開発する。 

 

１-（２） IT 活用によるシステムの高効率化及び高機能化 

製品開発サイクルの短縮及び新たな付加価値製品の製造のため、組立作業や視

覚認識における産業用ロボットの知能化を推進し、組込みシステムの高効率化と高

機能化の両立を実現する。また、人の機能をシミュレーションし、その結果を製品開

発にフィードバックすることで、人にとって使い易い製品設計を支援する技術を開発す

る。特に、セル生産のロボット化において、一部が変形する部品や配線材等の柔軟

物を含む５種類以上のワークの組立作業を対象に開発した技術を実証する。 

 

１-（２）-① 製造の省力化、高効率化のための産業用ロボット知能化技術 

セル生産のロボット化を目指し、変形を含む物理シミュレーション技術、作業スキル

の解析に基づく作業計画及び動作計画ソフトウェア、センサフィードバックに基づく組

立動作制御ソフトウェアを開発する。代表とする組み立て工程の５０％をカバーする、

５種類以上のワークの組立作業を対象に開発した技術を実証する。また、工業部品

の多くを占める黒色や光沢のあるワークに対しても位置姿勢検出精度が光沢のない

中間色の場合と同程度の３次元視覚情報処理技術を実証する。 

 

１-（２）-② 組み込みシステムの最適設計技術 

情報通信機器の省エネルギー化のために、再構成可能なデバイス（ＦＰＧＡ等）に

ついて、しきい値可変デバイスを用いて静的消費電力を１／１０程度に削減する技術
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を開発する。また、シリコン貫通電極を用いた３次元積層構造の FPGA について、最

適設計を行うアーキテクチャ技術と設計ツール技術を開発する。 

 

１-（２）-③ 製品デザインを支援する人間機能シミュレーション技術 

人間にとってより安全で使いやすい機器を設計することを目的に、筋骨格構造を含

む人体形状、運動モデルを１００例以上データベース化する。また、感覚が運動を引

き起こすメカニズムの計算論的モデルを心理物理実験に基づいて構築する。これらを

可視化するソフトウェアとして、数千自由度の簡易モデルについては５コマ/s 以上の

処理速度を実現し、数万から数十万自由度の詳細モデルについては力再現誤差１

０％以下の精度の生成的感覚運動シミュレーションを実現する。これを５件以上の共

同研究を通して製品設計時の操作性及び安全性評価に応用する。 

 

１-（３） ナノエレクトロニクスのオープンイノベーションの推進 （Ⅰ-４-（３）を再掲） 

次世代産業の源泉であるナノエレクトロニクス技術による高付加価値デバイスの効

率的、効果的な技術開発のために、つくばナノエレクトロニクス拠点を利用したオープ

ンイノベーションを推進する。つくばナノエレクトロニクス拠点において、高性能、高機

能なナノスケールの電子、光デバイスの開発を行うとともに、最先端機器共用施設の

外部からの利用制度を整備することにより、産学官連携の共通プラットフォームとして

の活用を行う。 

 

１-（３）-① ナノスケールロジック、メモリデバイスの研究開発 

極微細 CMOS の電流駆動力向上やメモリの高速低電圧化、集積可能性検証を対

象に、構造、材料、プロセス技術及び関連計測技術を体系的に開発する。これによっ

て、産業界との連携を促進し、既存技術の様々な基本的限界を打破できる新技術を

５つ以上、創出する。 

 

１-（３）-② ナノフォトニクスデバイスの研究開発 

LSI チップ間光インターコネクションにおいて１０Tbps/cm2 以上の情報伝送密度を

実現するために、半導体ナノ構造作成技術を用いて、微小光デバイス、光集積回路

及び光、電子集積技術を開発する。また、３次元光回路を実現するために、多層光配

線、電子回路との集積が可能なパッシブ及びアクティブ光デバイス、それらの実装技

術を開発する。 

 

１-（３）-③ オープンイノベーションプラットフォームの構築 

産業競争力強化と新産業技術創出に貢献するため、ナノエレクトロニクス等の研究

開発に必要な最先端機器共用施設を整備し、産総研外部から利用可能な仕組みを
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整えるとともに、コンサルティングや人材育成等も含めた横断的かつ総合的支援制度

を推進する。当該施設の運転経費に対して１０％以上の民間資金等外部資金の導入

を達成する。 

 

２．イノベーションの核となる材料とシステムの開発 

我が国のものづくり産業の中心である製造業の国際競争力を強化するためには、

革新的な材料やシステムを創成する必要がある。そのため、材料を革新するために

ナノレベルで機能発現する材料及び部材の開発と、我が国が強い競争力を有するナ

ノカーボン材料の量産化と産業化の推進を行う。また、高付加価値化による高度部

材産業の国際競争力強化にも必要なマイクロ電子機械システム（MEMS）の開発を行

う。 

 

２-（１） ナノレベルで機能発現する材料、多機能部材 （Ⅰ-４-（１）を再掲） 

省エネルギーやグリーン・イノベーションに貢献する材料開発を通じてナノテクノロ

ジー産業を強化するために、ナノレベルで機能発現する新規材料及び多機能部材の

開発、ソフトマテリアルのナノ空間と表面の機能合成技術や自己組織化技術を基にし

た省エネルギー型機能性部材の開発を行う。また、新規無機材料や、有機・無機材

料のハイブリッド化等によってもたらされるナノ材料の開発を行う。さらに、革新的な

光、電子デバイスを実現するナノ構造を開発するとともにこれらの開発を支援する高

予測性シミュレーション技術の開発を行う。 

 

２-（１）-① ソフトマテリアルを基にした省エネルギー型機能性部材の開発 

調光部材、情報機能部材、エネルギー変換部材等の省エネルギー型機能性部材

への応用を目指して、光応答性分子、超分子、液晶、高分子、ゲル、コロイド等のソフ

トマテリアルのナノ空間と表面の機能合成技術、及びナノメートルからミリメートルに

至る階層を越えた自己組織化技術を統合的に開発する。 

 

２-（１）-② 高付加価値ナノ粒子製造とその応用技術の開発 

ナノ粒子の製造技術や機能及び構造計測技術の高度化を図ることにより、省エネ

ルギー電気化学応答性部材、高性能プリンタブルデバイスインク、低環境負荷表面コ

－ティング部材、高性能ナノコンポジット部材等の高付加価値ナノ粒子応用部材を開

発する。 

 

２-（１）-③ 無機・有機ナノ材料の適材配置による多機能部材の開発 

セラミックス、金属、ポリマー、シリコン等の異種材料の接合及び融合化と適材配置

により、従来比で無機粉末量１／２、熱伝導率同等以上、耐劣化性付与の無機複合
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プラスチック部材、ハイブリッドセンサ部材、数 ppm の検知下限で水素、メタン、一酸

化炭素等をガスクロマトグラフなしで一度に計測可能なマルチセンサ部材等の多機

能部材を開発する。このために必要な製造基盤技術として、ナノ構造を変えることなく

ナノからマクロにつなぐ異種材料のマルチスケール接合及び融合化技術を開発す

る。 

 

２-（１）-④ ナノ構造を利用した革新的デバイス材料の開発 

ナノギャップ電極間で生じる不揮発性メモリ動作を基に、ナノギャップ構造の最適化

と高密度化により、既存の不揮発性メモリを凌駕する性能（速度、集積度）を実証する。

また、ナノ構造に起因するエバネッセント光-伝搬光変換技術を基に、ナノ構造の最

適化により、超高効率な赤色及び黄色発光ダイオード（光取出し効率８０％以上）を開

発する。 

 

２-（１）-⑤ 材料、デバイス設計のための高予測性シミュレーション技術の開発 

ナノスケールの現象を解明、利用することにより、新材料及び新デバイスの創製、

新プロセス探索等に貢献するシミュレーション技術を開発する。このために、大規模

化、高速化のみならず、電子状態、非平衡過程、自由エネルギー計算等における高

精度化を達成して、シミュレーションによる予測性を高める。 

 

２-（２） ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用 （Ⅰ-４-（２）を再掲） 

部材、部品の軽量化や低消費電力デバイス等への応用が可能なナノチューブや

炭素系材料の開発を行うとともに、これらの材料を産業に結び付けるために必要な技

術の開発を行う。具体的には、カーボンナノチューブ（CNT）の用途開発と大量合成及

び精製技術の開発を行う。また、ポストシリコンの有望な新素材であるグラフェンを用

いたデバイスを実現するため、高品質グラフェンの大量合成法の開発を行う。さらに、

有機ナノチュ－ブについては、合成法の高度化と用途の開発を行う。ダイヤモンドに

ついては、大型かつ単結晶のウェハ合成技術の開発を行う。 

 

２-（２）-① ナノチューブ系材料の創製とその実用化及び産業化技術の開発 

カーボンナノチューブ（CNT）の特性を活かした用途開発を行うとともに産業応用を

実現する上で重要な低コスト大量生産技術（６００g/日）や分離精製技術（金属型、半

導体型ともに、分離純度：９５％以上；収率：８０％以上）等を開発し、キャパシタ、炭素

繊維、透明導電膜、太陽電池、薄膜トランジスタ等へ応用する。また、ポストシリコンと

して有望なグラフェンを用いたデバイスを目指して、高品質グラフェンの大量合成技

術を開発する。さらに、有機ナノチューブ等の合成法の高度化と用途開発を行う。 
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２-（２）-② 単結晶ダイヤモンドの合成及び応用技術の開発 

次世代パワーデバイス用ウェハ等への応用を目指して、単結晶ダイヤモンドの成

長技術及び結晶欠陥評価等の技術を利用した低欠陥２インチ接合ウェハ製造技術を

開発する。 

 

２-（３） 省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械システム製造技術 （Ⅰ-５-（４）を

再掲） 

産業分野の省エネルギー化や環境負荷低減に貢献するマイクロ電子機械システ

ム（MEMS）製造技術の開発を行う。具体的には、高機能な MEMS を安価に生産する

ための大面積製造技術の開発を行う。また、バイオ、化学、エネルギーといった異分

野の MEMS デバイスを融合及び集積化する製造技術の開発を行う。さらに、安全・安

心や省エネルギー社会実現に貢献する MEMS デバイスを利用したユビキタスシステ

ムの開発を行う。 

 

２-（３）-① 高集積、大面積製造技術の開発 

高機能で安価かつ大面積での MEMS 製造技術を開発する。具体的には、１００nm

より微細な３次元構造体をメートル級の大きさにわたり、低コストかつ低環境負荷でレ

ジストや金属メッキ構造体、多結晶シリコン材料等を用いて MEMS を量産するための

基盤技術を開発する。 

 

２-（３）-② ユビキタス電子機械システム技術の開発 

安全・安心や省エネルギー社会に資するユビキタスマイクロシステムの実現のため

に、バイオ、化学、エネルギー等異分野のデバイスを融合、集積化した MEMS デバイ

スを製造するための技術及び低消費電力かつ低コストな MEMS コンポ－ネント製造

技術を開発する。具体的には、数ミリメートル角以内の通信機能付きセンサチップを

試作し、オフィス、クリーンルーム等の製造現場の消費エネルギーを１０％削減するた

めのシステム技術を開発する。 

 

３．情報通信基盤を利用したサービス生産性の向上と新サービスの創出への貢献 

我が国のサービス産業を活性化させるために、既存のサービスの生産性を向上さ

せると同時に、新サービスの創出に貢献する技術の開発を行う。サービス生産性を

向上させるために、サービスプラットフォームの整備、科学的手法の導入、ロボット化

の推進を行う。また、複数の既存技術を融合させ、新サービス創出を目指す。 

 

３-（１） 科学的手法に基づくサービス生産性の向上 
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科学的手法によりサービス生産性を向上させるために、サービス利用者及び提供

者の行動を理解した上で、必要な情報の現場におけるセンシングと、得られた大規模

実データのモデリングによる利用者行動のシミュレーションを基に、サービス設計を支

援する基盤技術と導入方法論の開発を行う。また、サービス工学基盤技術について

は、１０以上の業種や業態において２５件以上の組織へ導入することを目指し、サー

ビスの幅広い選択を可能にする技術の開発を行う。 

 

３-（１）-① サービス最適設計ループ構築のためのサービス工学基盤技術 

サービス生産性向上を目的とし、サービス利用者及び提供者の行動を理解した上

で、必要な情報を現場でセンシングし、得られた大規模実データをモデリングして利

用者行動をシミュレーションすることで、サービス設計を支援するサービス工学基盤

技術と導入方法論を開発する。再現性が検証された方法を確立し、共同研究等によ

り、１０種以上の業種や業態において２５件以上の組織への開発技術の導入を図り、

その一般化と普及を目指す。 

 

３-（１）-② サービスの幅広い選択を可能にする技術 

公共性の高いサービス等が安全かつ標準的に利用できる環境の実現を目的とし

て、利用者が自分自身で個人情報を管理でき、サービスの内容や価値に応じて複数

のサービスが連携できるような標準的な技術を開発する。このサービスフレームワー

クの有効性を行政や医療や研究等の５種類のサービスにおいて実証する。 

 

３-（２） 高度情報サービスプラットフォームの構築 

サービス生産性を向上させるために、利用者の利便性及び生産性とサービス提供

者の資源利用効率を共に高めるクラウド型プラットフォームの開発を行う。また、スケ

ーラブルな知識基盤を構築しうるミドルウェアの開発を行い、地球科学や生命情報科

学等の E-Science 分野において１０ペタバイト（１０の１６乗）程度のデータを対象とし

た実証実験を行う。 

 

３-（２）-① クラウドの適用範囲を広げるミドルウェア技術 

クラウド型情報インフラをより広い用途に適用可能にするために、個々の利用者に

提供される仮想インフラに専有ハードウェアと同等の利便性を持たせ、さらに負荷に

応じて再構成可能とする技術を開発する。具体的には、仮想インフラの性能保証方

式、仮想インフラの資源利用状況モニタリング技術、管理組織にまたがる仮想インフ

ラ動的再構成技術を開発する。開発された技術が１０以上の複数管理組織から提供

される１０，０００以上の資源にまで適用可能であることを示し、高精細映像配信等の

応用で動作を確認する。 
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３-（２）-② スケーラブルな知識基盤を構築するサービス指向ミドルウェア 

サービスの高度化、大規模化を支えるスケーラブルな情報処理基盤の実現を目的

として、データ所在の仮想化やメタデータの付与等により、分散したエクサバイト（１０

の１８乗）級のデータを構造化できるデータ統合ミドルウェアを開発する。地球科学や

生命情報科学等の E-Science分野において１０ペタバイト（１０の１６乗）程度のデータ

を対象とした実証を行う。成果普及のための国際標準を提案する。 

 

３-（３） サービスの省力化のためのロボット化（機械化）技術 

ロボットの導入により、サービス産業の生産性と品質向上を目指す。また、人の

QOL を向上させるために、人の生活行動や操作対象のモデル化技術、ロボットの自

律移動技術やロボットによる物体の把持技術、ロボットと人とのインタラクション技術

の開発を行う。特に、生活支援ロボット基盤技術として１日の人の行動様式の５０％

以上、数十平方メートルの生活環境の８０％以上、操作対象を３０個以上記述可能な

人間観察モデル化技術の開発を行う。 

 

３-（３）-① QOL 向上のための生活支援ロボット基盤技術 

自律性の高い生活支援システムの社会導入に向けて、１日の人間の生活行動の５

０％以上、数十平方メートルの生活環境の８０％以上、操作対象を３０個以上記述可

能な人間観察モデル化技術を開発する。 

高齢化社会における QOL 向上を目指し、家庭や施設等における実用レベルの生

活支援ロボットを開発する。具体的には、家庭や施設等での行動解析に基づき必要

となる支援サービスを定義し、屋内のあらゆる地点で精度５cm 以内の精度を有する

屋内移動技術、１５種類以上の日常生活用品を対象とした物体把持技術、予備知識

を必要としない高齢者とのインタラクション技術等を開発する。 

 

３-（３）-② サービス産業のためのロボット自律移動技術 

サービス産業を省力化するためのロボット基盤技術を開発する。具体的には、人

間と協働する搬送や清掃等のサービスロボットを安全に運用するための機能安全国

際規格 SIL に適合可能なビジョンセンサ技術、土木や農業等の屋外移動作業システ

ムを精度２０cm 以内で高精度移動制御する技術等を開発する。 

 

３-（４） 技術融合による新サービスの創出 

既存の技術を融合させることで新サービスの創出を目指す。具体的には、メディア

処理とウェブでのインタラクションの融合によるコンテンツサービス、情報技術と災害

軽減、危機管理、環境保全、資源探査等の技術を融合した地理空間情報サービス、



 59 

メディア技術とロボット技術の融合による新たなサービスの創出を目指す。特に新サ

ービス創出のためのヒューマノイド技術として、ヒューマノイドロボットによる段差１cm、

傾斜２度以上の凹凸のある床面の平均時速３km 以上の歩行を実現する。 

 

３-（４）-① メディア処理技術とインタラクション技術を融合したコンテンツサービス創

出、利活用技術 

コンテンツを一層身近で手軽に活用、創造できる新サービスを創出するために、ユ

ーザによるコンテンツ利活用を促すインタラクション技術と、コンテンツの生成、加工、

認識、理解等を可能にするメディア処理技術を高度化し、融合する。具体的には、ユ

ーザを対象とした実証実験等を通じて、コンテンツの検索、推薦、鑑賞及び制作、エ

ンタテインメント、ユーザインターフェース等に関する融合技術を開発し、新サービス

を３種以上創出する。 

 

３-（４）-② 地理空間情報の高度利用技術と新サービス創出 

地理空間情報の新サービスを創出するため、多種多様な地理空間データへの統

一的アクセスサービス等の基本サービス群を開発し、整備する。さらに応用システム

の構築を容易にするための再利用可能なミドルウェアを開発し、提供する。これらに

より、災害軽減、危機管理、環境保全、資源探査等に関する応用システムを４件以上

構築し、実証実験を実施する。 

 

３-（４）-③ 新サービスの創出のためのヒューマノイド基盤技術 

ヒューマノイド技術を活用した新サービスの創出を目的として、メディア技術との融

合によりコンテンツ産業を支援するロボットサービス、人動作解析技術等との融合に

よる人動作模擬サービス等を創出するヒューマノイド基盤技術を開発する。具体的に

は、全身動作、表情及び音声を統合した振舞の生成、段差１cm、傾斜２度以上の凹

凸のある床面の平均時速３km 以上の歩行、簡易な指示による未知環境の移動や簡

易作業、高齢者等の人動作の模擬等を実現する技術を開発する。 

 

３-（５） 情報基盤における安全性や信頼性の確立 

情報システム製品のセキュリティ評価技術を確立するために、情報システムにおけ

る事故を未然に防ぐとともに事故が起きても被害の拡大を防ぐセキュリティ対策技術、

情報基盤自体を高信頼なものにするための検証法や開発支援ツール及び情報基盤

の安全性評価に関する技術の開発を行う。特に、情報システムの高信頼、高安全及

び高可用化技術において、基盤情報システムの大半を占める１兆状態以上のシステ

ムに対するテストケース自動生成技術の開発を行う。 
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３-（５）-① 情報システム製品のセキュリティ評価技術 （Ⅳ-３-（１）-⑥へ再掲） 

IC カードに代表されるハードウェアや基幹ソフトウェア等、情報システムの中核をな

す製品の脆弱性分析や安全性評価に関して、現行の制度、標準や新たな評価制度

を見据えた技術を開発する。また、当該技術等について、我が国の電子政府推奨暗

号評価等での活用を実現する。さらに、それらの技術等を実システムに組み込み可

能な暗号ライブラリに適用し、安全性検証済みライブラリとして公開する。 

 

３-（５）-② 情報システムの高信頼、高安全、高可用化技術 （Ⅳ-３-（１）-⑦へ再掲） 

情報システムの形式モデルベーステストによるケース自動生成技術を開発してシミ

ュレーション技術への統合を図り、実社会の基盤情報システムの大半を占める１兆状

態以上のシステムに対して、技術の有効性を検証する。さらにシステムの設計、開発、

試用、改変、譲渡、廃棄までのライフサイクルの各場面で適用すべきテストや検証法

のガイドラインを策定し、評価技術を開発する。また、設計と開発を中心にシステムの

ライフサイクルを支援するツールチェーンを開発する。 

 

 

Ⅳ．イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評価基盤の整備 

 

イノベーションの実現と社会の安全・安心を支えるために必要な、基盤的、先端的

な計測及び分析技術並びに生産現場に適用可能な生産計測技術の開発を行う。ま

た、信頼性ある計測評価結果をデータベース化し、産業活動や社会の安全・安心を

支える知的基盤として提供する。さらに、製品の安全性や適正な商取引、普及促進に

必要となる製品やサービスの認証を支える評価技術の開発を行い、試験評価方法の

形で提供するとともにその標準化を行う。 

 

１．技術革新、生産性向上及び産業の安全基盤の確立のための計測基盤技術 

先端的な技術開発を支援するために必要となる分解能、応答性に優れた材料計

測、解析、評価技術及び安全の基盤として必要な構造物診断技術等の計測、解析、

評価技術の開発を行う。また、それらの産業界への普及と標準化を行う。さらに、製

品の品質と生産性を高めるうえで重要な、生産現場で発生する計測にかかわる技術

の開発を行うとともに、開発した計測、解析、評価技術を統合し、現場に直接適用可

能な計測ソリューションの提供を行う。 

 

１-（１） 産業や社会に発展をもたらす先端計測技術、解析技術及び評価基盤技術 

産業や社会に発展をもたらす先端的な技術開発を支援する計測、解析、評価技術

の開発を行う。具体的には、有機材料、生体関連物質における分子レベルの評価に
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必要な計測技術の開発を行う。また、ナノレベルからマクロレベルにわたり俯瞰的に

材料の構造と機能を評価できるナノ材料プロセス計測及び解析技術の開発を行う。さ

らに、安全性及び信頼性評価における基盤技術として必要な、構造物診断を可能に

する計測、解析及び評価基盤技術の開発を行う。これらの成果を、技術移転等を通じ

て産業界に普及させる。 

 

１-（１）-① 有機・生体関連ナノ物質の状態計測技術の開発 

社会的に関心の高い有機又は生体関連物質等ナノ物質を評価するために、飛行

時間型質量分析法による分子量測定、円二色性不斉分子の分析等による分子構造

解析、分子イメ－ジング等の計測技術を開発し、８件以上の技術移転を実施する。 

 

１-（１）-② ナノ材料プロセスにおける構造及び機能計測並びにその統合的な解析

技術の開発 

ナノ材料・デバイスの広範なスケ－ルにおける構造及び機能に関する計測技術の

開発及び多変量解析等の情報の統合的な解析技術を開発する。サブナノメートルか

らミリメートルオーダーの機器分析情報の中から、二つ以上のスケールの情報を統合

し構造と機能の関係の定量化技術を開発する。 

 

１-（１）-③ インフラ診断技術の開発 

構造物安全性確保に資する迅速かつ高精度、可搬性に優れた健全性評価システ

ムを開発する。超音波探傷装置や可搬型X線検査装置を活用して構造物中における

サブミリメートルサイズの欠陥情報のその場可視化技術を開発する。 

 

１-（１）-④ 蓄電池構成材料の評価及び解析技術の開発 （Ⅰ-２-（１）-①を一部再

掲） 

新規の蓄電池構成材料の開発を加速するため、材料を共通的に評価、解析する

技術を開発する。 

 

１-（２） 先端計測技術及び分析機器の開発 

新産業創出を先導するために必要な、先端計測及び分析機器に関する技術開発

を行う。具体的には量子ビーム、イオンビームの分析、診断への応用技術、電子顕微

鏡の高分解能化と多機能化技術、デバイス、システム評価を可能にする複合計測技

術等の開発を行う。また、開発した装置の産業界への普及を促進するとともに、標準

化を行う。 

 

１-（２）-① 材料評価のための先端計測及び分析機器開発 
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ポジトロンや超伝導検出器等の量子ビーム、イオンビーム等の材料及び生体の検

出、分析及び診断機器への応用を実証するとともに標準化を行う。６件以上の装置

公開利用、８件以上の技術移転を実施する。 

 

１-（２）-② 超高感度、高分解能透過電子顕微鏡の研究開発 

単分子・単原子レベルでの計測及び分析技術を確立するために電子顕微鏡のさら

なる高分解能化及び高感度化技術を開発する。このために、電子光学系の高度化、

検出器の高効率化、装置環境の高安定化等の要素技術開発に加え、用途に応じた

電子顕微鏡の多機能化を行う。これにより、現在、電子線波長の２５倍程度でしかな

い空間分解能を、世界最高となる電子線波長の１７倍程度にまで向上することを目指

す。 

 

１-（２）-③ デバイス、システム評価のための先端計測機器の開発 

スピントロニクスデバイスにおけるナノ領域のスピン方向を３次元解析できるナノス

ピン計測技術を開発する。 

高速トランジスタとして期待されるナノカーボンの電気的特性のナノサイズ領域の

電荷分布測定を行なえるプローブ顕微鏡技術を開発する。 

電圧及び抵抗標準を生産現場に導入でき、校正コストの削減を可能とする小型、

低コスト、低消費電力の直流電圧標準システムと集積回路チップ化された電流比較

器を開発する。 

スーパーハイビジョン時代の大容量位相多値光通信や材料の加工、改質の実現

のために、サブフェムト秒の時間分解能を有する光測定技術を開発する。そのために

タイミングと絶対位相が１００アト（１０の－１６乗）秒以下に同期された多波長極短パ

ルスレーザーを開発する。 

 

１-（３） 生産性向上をもたらす計測ソリューションの開発と提供 

製品の品質と生産性を高める上で必要となる欠陥や異常検出技術、高圧下等の

測定が困難な条件下における計測技術、微量試料での精密化学分析技術等の生産

計測技術の開発を行う。開発した計測、解析及び評価技術を統合し、新たな検査方

法の確立等、生産現場へ直接適用可能な計測ソリューションとして提供する。様々な

生産現場の課題解決に取り組み、８件以上のソリューションを提供する。 

 

１-（３）-① 生産現場計測技術の開発 

エレクトロニクス産業等の生産現場で求められている製品の各種欠陥や異常等の

検出、発生防止、及び生産の高効率化を目指した、実用的なソリュ－ションを開発し
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提供する。１０件以上の生産現場の課題解決に取り組み、３件以上のソリューション

を提供する。 

 

１-（３）-② 測定が困難な条件に適用可能な力学計測技術の開発 

測定が困難な条件下における広帯域圧力振動計測技術、応力可視化技術を開発

し、産業や社会の現場に適用可能なソリュ－ションとして提供する。５件以上の産業

や社会の課題解決に取り組み、３件以上のソリューションを提供する。 

 

１-（３）-③ 微量、迅速、精密化学計測技術の開発 

マイクロ空間化学技術等を用いた分析、計測及び解析技術を開発し、バイオ、化

学、素材関連産業分野におけるソリューションを提供する。５件以上の産業や社会の

課題解決に取り組み、２件以上のソリューションを提供する。 

 

２．知的基盤としてのデータベースの構築と活用 

標準化の推進、地質情報等の有効利用、災害事例の共有、ものづくり支援等のた

めに、信頼性（評価方法、不確かさ、出典等）を明示した各種データベースを構築、整

備する。構築したデータベースは、上記に関わる知的基盤として、更新を保証しつつ

継続的に社会に提供する。 

 

２-（１） 標準化を支援するデータベース 

基準認証活動を進めるにあたり、関係者が共有すべき定量的情報をデータベース

として整備し提供する。具体的には国家計量標準にトレーサブルで、不確かさが評価

されている等、信頼性が明示された物質のスペクトル、熱物性等のデータを拡充し継

続的に提供する。 

 

２-（１）-① スペクトルデータベースの整備 

有機化合物等のスペクトルデータを測定するとともに解析及び評価を行い、検証さ

れたデータ５，０００件を新たに収録し公開する。 

 

２-（１）-② 熱物性を中心とした材料計量データベースの整備 

材料の熱物性及び関連物性について、不確かさ評価等により信頼性の保証された

デ－タセット１００組以上を新たに収録し継続的かつ安定的に提供する。 

 

２-(２) 資源等の有効利用を支援するデータベース 

地質情報等と衛星画像情報等を統合化したデータベースを整備し、資源等の有効

利用を支援するために利用しやすい形で社会に提供する。また、情報通信速度の向
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上や画像処理技術の進展に応じて、新たなデータを統合してデータベースとして提供

する等の高度化対応を行う。 

 

２-(２)-① 衛星画像情報及び地質情報の統合化データベースの整備 （別表２-１

-(３)-①を再掲） 

衛星データ利用システム構築に資する衛星画像情報を整備し、地質情報との統合

利用により、鉱物資源のポテンシャル評価や火山、地震、津波等の災害情報等に利

活用する。また、情報通信技術との融合により、シームレス化、データベース化された

地質情報と衛星画像情報の統合化データベースを整備し、新たな視点の地質情報を

抽出するための利活用方法の研究を実施する。 

 

２-（３） 社会の持続的な発展を支援するデータベース 

持続可能で安全・安心な社会の構築に必要な、環境・エネルギー、災害事例、もの

づくり支援等に関するデータを集積し、技術基盤情報としてそれらを出典やデータ選

択及び評価の基準とともに公開し、社会に継続的に提供する。 

 

２-（３）-① 環境・エネルギー技術を支えるデータベースの整備 

環境負荷低減、低炭素社会に資する超臨界流体等の環境・エネルギー技術の基

盤となる情報を整備し、社会に提供する。超臨界流体データベースには３，５００件

（特許２，０００件、文献１，５００件）のデータを提供する。 

 

２-（３）-② 社会の安全・安心を支えるデータベースの整備 

災害事例、医療応用技術等、国民の安全・安心に係る技術上の情報を整備し、社

会に提供する。災害事例データベースには約１，２５０件の新規事故事例、約２５件の

新規事故詳細分析事例、約１００件の過去の重大事故詳細分析事例を登録する。 

 

２-（３）-③ ものづくりを支えるデータベースの整備 

材料特性、人体特性等、産業技術開発力を支える基盤的な情報を整備し、社会に

提供する。 

人体寸法、形状データベースには独自データを５００以上拡充するとともに海外の

企業、研究機関等からもデータを求め（欧米３ヶ国以上、新興産業国３ヶ国以上）、広

範な地域の人体寸法にアクセスできる情報ハブを構築する。 

セラミックカラーデータベースには２，５００件のデータを登録する。 

固体 NMR データベースには４５０件（スペクトルデータ３００件、パラメータデータ１５

０件）のデータを登録する。 
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３．基準認証技術の開発と標準化 

新たに生み出された素材、製品、サービス等の認証に必要な技術の開発を行い、

普及させる。具体的には、性能、安全性を客観的に評価し、新市場の開拓や適正な

商取引に必要となる試験技術の開発、実証及び標準化と、それに伴う認定技術の民

間移転を、産業界、認証機関等との密接な協力のもとに実施する。 

 

３-（１） 適合性評価技術 

試験技術の開発、実証、標準化において、特に安全性や性能にかかわる評価技

術、及び製品規格への適合性を判定するための評価技術は、中立性及び公平性の

面から民間のみで開発することが困難であることを考慮し、認証において必要となる

適合性評価技術の開発を行う。同時に民間移転を推進する。 

 

３-（１）-① 物質の分析・評価技術の開発と標準化 

物質の分析及び特性評価を超高温環境下等、実際の測定環境に適用するため、

必要となる光温度計による計測技術等を開発し、その標準化を行う。得られた技術の

普及を図るために４件の JIS 化を目指す。 

 

３-（１）-② 太陽光発電の共通基盤技術の開発及び標準化 （Ⅰ-１-（１）-①を再掲） 

太陽光発電システム普及のための基盤となる基準セル校正技術、高精度性能評

価技術、屋外性能評価技術、信頼性評価技術、システム評価技術、システム故障診

断技術等を開発し、それらを産業界に供給する。性能評価の繰り返し精度を１％以下

に向上させる。 

国内企業の国際競争力の向上に資するため、国際的な研究機関や企業と協調、

連携し、IEC 等の国際規格や JIS 等の国内規格、工業標準の提案、策定、審議に参

画する。 

 

３-（１）-③ 日常生活における人間の生理、心理及び行動の統合的計測と健康生活

への応用技術開発とその国際標準化 （Ⅱ-２-（１）-②を再掲） 

日常生活における高齢者、障害者、健常者等の人間の生理、心理及び行動情報

を計測し、健康及び安全状態を時系列で定量的に評価する技術を開発する。低視力

者、聴覚障害者や高齢者を対象にデータの蓄積を行い、新たに５件程度の ISO 提案

を目指した標準化活動を行う。 

 

３-（１）-④ ロボットの安全性評価のためのリスクマネジメント技術の開発 （Ⅱ-３-

（２）-①を再掲） 



 66 

機能安全の国際規格に適合可能なロボットの安全規格を定めるため、ロボットの

安全性を試験、評価するための技術を開発する。ロボットの安全技術としてのセンサ

技術、制御技術、インターフェース技術、ロボットの安全性を検証するためのリスクア

セスメント技術を開発する。 

 

３-（１）-⑤ 高信頼ロボットソフトウェア開発技術 （Ⅱ-３-（２）-②を再掲） 

機能安全の国際規格に適合可能な安全なロボットを実現するため、高信頼なロボ

ットソフトウェアを設計、実装する技術を開発する。このため、ロボットソフトウェアのリ

スクアセスメント、システム設計、開発、評価を一貫して行うことのできる技術を開発

する。 

 

３-（１）-⑥ 情報システム製品のセキュリティ評価技術 （Ⅲ-３-（５）-①を再掲） 

IC カードに代表されるハードウェアや基幹ソフトウェア等、情報システムの中核をな

す製品の脆弱性分析や安全性評価に関して、現行の制度、標準や新たな評価制度

を見据えた技術を開発する。また、当該技術等について、我が国の電子政府推奨暗

号評価等での活用を実現する。さらに、それらの技術等を実システムに組み込み可

能な暗号ライブラリに適用し、安全性検証済みライブラリとして公開する。 

 

３-（１）-⑦ 情報システムの高信頼、高安全、高可用化技術 （Ⅲ-３-（５）-②を再掲） 

情報システムの形式モデルベーステストによるケース自動生成技術を開発してシミ

ュレーション技術への統合を図り、実社会の基盤情報システムの大半を占める１兆状

態以上のシステムに対して、技術の有効性を検証する。さらにシステムの設計、開発、

試用、改変、譲渡、廃棄までのライフサイクルの各場面で適用すべきテストや検証法

のガイドラインを策定し、評価技術を開発する。また、設計と開発を中心にシステムの

ライフサイクルを支援するツールチェーンを開発する。 

 



 67 

別表２ 地質の調査（地質情報の整備による産業技術基盤、社会安全基盤の確保） 

 

活動的島弧に位置する我が国において、安全かつ安心な産業活動や生活を実現

し、持続可能な社会の実現に貢献するために、国土及び周辺地域の地質の調査とそ

れに基づいた地質情報の知的基盤整備を行う。地球をよく知り、地球と共生するとい

う視点に立ち、地質の調査のナショナルセンターとして地質の調査研究を行い、その

結果得られた地質情報を体系的に整備する。地質情報の整備と利便性向上により産

業技術基盤、社会安全基盤の確保に貢献する。また、地質の調査に関する国際活動

において我が国を代表し、国際協力に貢献する。 

 

１．国土及び周辺域の地質基盤情報の整備と利用拡大 

国土の基本情報である地質基盤情報を、地球科学的手法により体系的に調査、整

備するとともに、利用技術の開発と普及を行う。国土と周辺域における地質の調査を

実施し、社会の要請に応えた地球科学基本図（地質図幅、重力図、空中磁気図、海

洋地質図、地球化学図、地球物理図等）の作成、衛星画像情報との統合化等の地質

情報の整備を行う。上記地質基盤情報を電子メディアやデータベースとして社会に普

及させる体制を整備する。 

 

１-（１） 陸域・海域の地質調査及び地球科学基本図の高精度化 

長期的な計画に基づき、国土の地質基盤情報である５万分の１の地質図幅の作成、

２０万分の１の地質図幅の改訂並びに２０万分の１の重力図及び空中磁気図の作成

を行う。また、海域の環境変動の予測や資源評価の基礎データとして海洋地質図を

整備する。さらに、これらの地球科学基本図の利用を促進するために必要なデータベ

ースを整備し、公開する。調査結果の信頼性向上に必要な地質標本の標準試料化と

保管及び地質情報の標準化等を行う。 

 

１-（１）-① 陸域の地質調査と地質情報の整備 

国土の基本情報としての地質の実態を体系的に解明し社会に提供する。都市基盤

整備や防災等の観点及び地質情報の標準化と体系化の観点から重要な地域を重点

的に、５万分の１地質図幅２０区画を作成する。全国完備を達成した２０万分の１地質

図幅については、更新の必要性の高いものについて３区画の改訂を行い、日本全域

については最新の地質情報に基づき、地層及び岩体区分の構造化と階層化を行っ

た次世代の２０万分の１日本シームレス地質図を作成する。 

 

１-（１）-② 海域の地質調査と海洋地質情報の整備 
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沖縄周辺海域の海洋地質調査を実施し、海洋地質図の作成に必要な海底地質、

地球物理、堆積物に関する基礎情報を取得するとともに、既に調査済みの海域も含

めて、海洋地質図１０図を整備する。取得した地質情報を、海域の環境変動の予測

や資源開発評価、海域及び海底利用の基礎データとして社会に提供する。 

 

１-（１）-③ 地球科学基本図等の高精度化 

国土の地球科学基本図等に関する基盤情報のデータベースを整備、公開する。地

質情報の高信頼化と高精度化を図るために、岩石・ボーリング試料等で得られた地

質標本の標準化及び保管と管理を行う。また、地質凡例や地質年代等の標準化を行

う。地質情報整備支援のために、地質標本の薄片・研磨片等を作成する。ISO に準拠

した地球化学標準試料３個を作製する。 

大都市周辺の精密地球化学図として関東地方の精密地球化学図を完成する。地

球物理図に関しては、２０万分の１重力基本図３図、５万分の１空中磁気図２図を作

成する。ボーリングコアは１０件以上を新たに登録し、コアライブラリを整備し、２０件

以上の利用を目標とする。岩石試料は２００サンプル以上を、化石試料は３０試料以

上をそれぞれ標本登録し、５０件以上の利用件数を目標とする。 

 

１-（２） 都市域及び沿岸域の地質調査研究と地質情報及び環境情報の整備 

沿岸域に立地する多くの都市における地質災害の軽減に資するため、地質図の空

白域となっている沿岸域において最新の総合的な地質調査を実施し、海域－沿岸域

－陸域をつなぐシームレスな地質情報を整備する。 

自然や人為による地質環境変化を解明するため、生態系を含む環境変遷及び物

質循環、沿岸域環境評価の研究を実施する。 

 

１-（３） 衛星画像情報及び地質情報の統合化と利用拡大 

自然災害、資源探査、地球温暖化、水循環等に関する全地球的観測戦略の一環

として、衛星画像情報のアーカイブ、地質情報との統合を図る。また、シームレス化、

デジタル化された地質情報と衛星情報から、新たな視点の地質情報を得ることを可

能にする技術の開発を行う。また、情報通信速度の向上や画像処理技術の進展に応

じて、新たなデータを統合してデータベースとして提供する等の対応を行う。 

 

１-（３）-① 衛星画像情報及び地質情報の統合化データベースの整備 （Ⅳ-２-(２)-

①へ再掲） 

衛星データ利用システム構築に資する衛星画像情報を整備し、地質情報との統合

利用により、鉱物資源のポテンシャル評価や火山、地震、津波等の災害情報等に利

活用する。また、情報通信技術との融合により、シームレス化、データベース化された
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地質情報と衛星画像情報の統合化データベースを整備し、新たな視点の地質情報を

抽出するための利活用方法の研究を実施する。 

 

２．地圏の環境と資源に係る評価技術の開発 

地球の基本構成要素である地圏は、天然資源を育むとともに地球の物質循環シス

テムの一部として地球環境に大きな影響を与える。地球の環境保全と天然資源の開

発との両立は近年ますます大きな問題になっている。地圏の環境保全と安全な利用、

環境に負荷を与えない資源開発及び放射性廃棄物地層処分の安全規制のため、地

圏システムの評価、解明に必要となる技術の開発を行う。 

 

２-（１） 地圏の環境の保全と利用のための評価技術の開発 

土壌汚染、地下水汚染問題に対し、環境リスク管理に必要な評価技術の開発を行

う。また、地球環境における低負荷のエネルギーサイクル実現のため、二酸化炭素

地中貯留及び地層処分等の深部地層の利用に関する調査及び評価技術の開発を

行う。 

 

２-（１）-① 土壌汚染評価技術の開発 

土壌汚染等の地圏環境におけるマルチプルリスクの評価手法を構築し、産業のリ

スクガバナンスを可能にするため、統合化評価システム及び地圏環境情報データベ

ースを開発する。また、物理探査技術による土壌汚染調査の有効性を検証し、原位

置計測や試料物性計測技術との併用による土壌汚染調査法を構築する。さらに、地

圏環境の統合化評価手法を発展させ、水圏及び地表の生活環境における様々なリ

スクを適切に評価するための技術体系を確立する。 

土壌汚染対策については、鉱物、植物、微生物及び再生可能エネルギーを活用し

た環境共生型の原位置浄化、修復技術を開発し、産業用地や操業中の事業場に適

用可能な低コスト化を図る。 

 

２-（１）-② 二酸化炭素地中貯留評価技術の開発 （Ⅰ-６-（６）-③へ再掲） 

早期実用化を目指して、二酸化炭素地中貯留において、二酸化炭素の安全かつ

長期間にわたる貯留を保証するための技術を開発する。大規模二酸化炭素地中貯

留については、複数の物理探査手法を組み合わせた効率的なモニタリング技術の開

発、二酸化炭素の長期挙動予測に不可欠である地下モデルの作成や精緻化を支援

する技術及び長期間にわたる地層内での二酸化炭素の安定性を評価する技術を開

発する。 

圧入終了後における長期間監視のための費用対効果の高いモニタリング技術や、

我が国での実用化に当たって考慮すべき断層等の地質構造に対応した地下モデリン
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グ技術を開発するとともに、二酸化炭素が地中に貯留されるメカニズムの定量的解

析や、各地における貯留ポテンシャル評価等の基盤技術を開発する。また、安全性

評価技術の開発と中小規模排出源からの排出に対応した地中貯留の基礎研究を実

施する。 

 

２-（１）-③ 地層処分にかかわる評価技術の開発 

処分計画における地下水シナリオの精度を向上させるため、原位置実証試験によ

る水理学的研究や環境同位体を用いた地球化学的研究を実施し、沿岸部深部地下

水の流動環境と組成を把握する。また、沿岸域の地質構造評価のため、浅海域電磁

探査法の適用実験及び改良による実用的な探査手法を構築するとともに、海陸にわ

たる物理探査データ解析・解釈法を開発する。さらに、処分空洞周辺の超長期間の

緩み域の広がりを把握するために必要な技術基盤を開発する。 

 

２-（２） 地圏の資源のポテンシャル評価 

地圏から得られる天然資源である鉱物、燃料、水、地熱等を安定的に確保するた

め、効率的な探査手法の開発を行う。また、新鉱床等の発見に貢献することを目的と

して、資源の成因及び特性解明の研究を行う。さらに、各種資源のポテンシャル評価

を行い、資源の基盤情報として社会に提供する。このような資源に関する調査、技術

開発の知見を我が国の資源政策、産業界に提供する。 

 

２-（２）-① 鉱物及び燃料資源のポテンシャル評価 （Ⅰ-３-（３）-③へ一部再掲） 

微小領域分析や同位体分析等の手法を用いた鉱物資源の成因や探査法に関す

る研究、リモートセンシング技術等を用いて、レアメタル等の鉱床の資源ポテンシャル

評価を南アフリカ、アジア等で実施し、具体的開発に連結しうる鉱床を各地域から抽

出する。 

海洋底資源の調査研究については、海洋基本計画に則り、探査法開発、海底鉱物

資源の分布や成因に関する調査研究を実施するほか、海洋域における我が国の権

益を確保するため、大陸棚画定に係る国連審査を科学的データの補充等によりフォ

ローアップする。 

工業用原料鉱物及び砕石、骨材資源に関し、探査法開発、鉱床形成モデル構築、

資源ポテンシャル評価を行う。国内及びアジア地域の鉱物資源情報のデータベース

を拡充する。 

メタンハイドレート等未利用燃料資源利用のため、代表的な資源賦存域において

資源地質特性解明及び資源ポテンシャル評価を行い、燃料資源地質図を整備する。

国内資源として重要な南関東水溶性天然ガス資源の賦存状況を解明し、燃料資源

地質図として整備する。大水深域等の海域及び陸域における地質調査と解析により、
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天然ガス鉱床形成システム解明及び資源ポテンシャル評価を行う。効率良い資源開

発や環境保全に向け、メタンの生成、消費等の地下微生物活動を評価する。 

 

２-（２）-② 地下水及び地熱資源のポテンシャル評価 （Ⅰ-１-（２）-③へ一部再掲） 

我が国の地下水及び水文環境の把握のため、全国の平野部を中心に整備を進め

ている水文環境図を２図作成する。また、工業用水の安定的な確保のため、全国の

地下水資源ポテンシャル図を整備する。 

再生可能エネルギーとして重要な地熱資源の資源ポテンシャルを地理情報システ

ムによって高精度で評価し、全国の開発候補地を系統的に抽出する。また、地熱開

発促進にむけて地熱利用と温泉保全の両立を図るため、温泉発電技術や貯留層探

査評価技術を含む地熱技術を開発する。さらに、地中熱利用のため、平野部等の地

下温度構造及び地下水流動モデルを構築する。 

 

２-（３） 放射性廃棄物処分の安全規制のための地質環境評価技術の開発 

高レベル放射性廃棄物の地層処分事業に対し、国が行う安全規制への技術的支

援として、地質現象の長期変動及び地質環境の隔離性能に関する地質学的、水文

地質学的知見を整備し、技術情報としてとりまとめる。また、放射性核種移行評価に

向けての技術開発を行う。 

 

２-（３）-① 地質現象の長期変動に関する影響評価技術の開発 

高レベル放射性廃棄物地層処分における概要調査結果に対する規制庁レビュー

の判断指標として、特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律及び原子力安全委

員会の環境要件に照らし、隆起侵食活動、地震・断層活動、火山・火成活動等の”著

しい地質変動”の活動履歴及び将来予測において必要となる各変動の発生位置、時

代等の不確実性を低減するための調査及び評価手法の適用性評価と長期的な予測

手法の開発に向けた検討を行う。また、処分深度の深層地下水の性状、その起源及

び流動プロセスの把握手法を開発する。これらの手法の適用結果を、データベースと

して取りまとめて国に提供する。さらに、各種の地質変動が深層地下水流動に及ぼ

す水文地質学的変動モデルの開発に向けた検討を行う。以上の成果を技術情報とし

て取りまとめ、公表する。 

 

２-（３）-② 地質環境の隔離性能に関する評価技術の開発 

高レベル放射性廃棄物地層処分における精密調査結果に対する規制庁レビュー

の判断指標として、特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律及び原子力安全委

員会の環境要件に照らし、岩盤の強度、地下水の化学的性質、地下水流動に関する

不確実性を低減するための水理・化学環境調査、評価手法の開発、整備と、調査手
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法及びデータの品質管理に関する評価手法を整備する。また、自然事象等の外的要

因が地下水流動、化学的環境に及ぼす影響を評価するための室内実験手法、解析

手法を整備した上、シナリオに基づく長期的な変動が地下水流動、核種移行に及ぼ

す影響予測手法を開発、整備する。以上の成果を技術情報として取りまとめ、公表す

る。 

 

３．地質災害の将来予測と評価技術の開発 

地震、火山活動等による自然災害の軽減に必要な、科学的根拠に基づく地震と火

山活動の予測が期待されている。その実現のために、調査及び観測情報に基づいて

地震及び火山活動履歴を明らかにし、また地震及び火山活動のメカニズム解明を目

指した調査、研究を実施する。 

 

３-（１） 活断層調査、地震観測等による地震予測の高精度化 

陸域及び沿岸海域の活断層や過去の巨大津波発生状況について古地震調査を

行い、将来の地震発生危険度や発生しうる津波の規模を明らかにする。内陸地震の

発生と地盤変形の予測に必要な物理モデルの構築とシミュレーション手法を提案す

る。また、東海・東南海・南海地震を対象とした海溝型地震の短期予測システムを構

築する。さらに、これら調査研究結果の情報公開を行う。 

 

３-（１）-① 活断層評価及び災害予測手法の高度化 

陸域及び沿岸海域の２５以上の活断層について古地震調査を行い、過去数千年

間の断層挙動を解明することにより将来の地震発生危険度を明らかにする。また、調

査結果のデータベース化と情報公開を進める。 

地震の規模と発生時期の予測技術確立のために、糸魚川－静岡構造線を例に、

過去の断層挙動、最近の地震活動、地殻変動や実験データに基づいた活断層の物

理モデルの原型を提示する。 

地震発生時の災害予測のため、大都市圏近傍等の活断層運動による地盤変形を

予測するための調査手法とシミュレーション手法を提案するとともに、地盤変形評価

図を作成する。 

 

３-（１）-② 海溝型地震及び巨大津波の予測手法の高度化 

東南海・南海地震を対象とした地下水等総合観測施設を整備し、既存の観測デー

タと統合して解析を進め、駿河トラフ・南海トラフで発生する東海・東南海・南海地震

の短期予測システムを構築する。 
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巨大津波による災害を軽減するため、日本海溝及び南海トラフに面した沿岸域の

地形・地質調査に基づいて、過去数千年間の巨大津波の発生履歴を精度良く明らか

にし、津波の規模を解明する。宮城県については、津波浸水履歴図を公表する。 

 

３-（２） 火山噴火推移予測の高精度化 

活動的火山の噴火活動履歴調査を実施し、噴火活動の年代、噴出量、マグマ組成

や噴火様式等の変遷を明らかにするとともに、噴火の規則性や噴火様式の時間的変

化を支配するマグマの発達過程のモデルを提示する。また、火山噴出物、噴煙、熱・

電磁気学的変動、地殻変動等の観測研究により火山活動推移を把握するとともに、

室内実験や数値実験との総合解析により、噴火準備、脱ガス及び噴火発生過程のモ

デルを提示する。さらに、これらの研究成果をもとに、データベースの整備及び火山

地質図３図の作成を行うとともに、噴火活動の推移予測の基礎となる噴火シナリオを

作成する。 

 

４．地質情報の提供、普及 

社会のニーズに的確に応じるために、知的基盤として整備された地質情報を活用

しやすい方式、媒体で提供、普及させる。また、地震、火山噴火等の自然災害発生時

やその予兆発生時には、緊急調査を実施するとともに、必要な地質情報を速やかに

発信する。 

 

４-（１） 地質情報の提供、普及 

地質の調査に係る研究成果を社会に普及させるため、地質の調査に関する地質

図類等の成果の出版及び頒布を継続するとともに、電子媒体及びウェブによる頒布

普及体制を整備する。地質標本館の展示の充実及び標本利用の促進に努め、地質

情報普及活動、産学官連携、地質相談等により情報発信を行う。また、インターネット、

データベース等の情報技術の新たな動向を注視し、情報共有、流通の高度な展開に

対応する。 

 

４-（１）-① 地質情報の提供 

社会のニーズに的確に応じた地質情報提供のための地質情報共有、流通システ

ムを構築する。地質の調査に関する地質図類等の成果の出版及びベクトル数値化

等による地質情報の高度利用環境の整備を進める。２０以上の地質図類等の出版を

行うとともに、６つ以上の既存地質図幅のベクトル化を実施する。 

地質図等の研究成果を印刷物、電子媒体及びウェブによって頒布する。国内外の

地球科学文献を収集、整備し、閲覧室や公開文献検索システムを通じて社会に提供
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する。１００カ国１，０００機関との文献交換と、毎年１０，０００件以上の文献情報入力

を行う。 

 

４-（１）-② 地質情報の普及 

地質情報普及のため、地質標本館の展示の充実及び利用促進に努め、地質情報

展、地質の日、ジオパーク等の活動を行う。また、産学官連携、地質相談業務、地質

の調査に関する人材育成を実施し、展示会、野外見学会、講演会等を主催する。さら

に、関係省庁、マスコミ等からの要請に応え正確な情報を普及させる。具体的には、

地質標本館では、年３回以上の特別展や、化石レプリカ作りのイベント等を実施し、

年３０，０００人以上の入場者に対応する。また、つくば科学フェスティバル出展対応を

毎年実施する。ジオネットワークつくばにおいて、１０回以上のサイエンスカフェと６回

以上の野外観察会を実施する。地質情報展を毎年開催し、１，０００名以上の入場者

に対応する。地質の日については、イベントを毎年実施する。ジオパーク活動につい

ては、日本ジオパーク委員会（JGC）を年２回以上開催し、世界ジオパークを２地域以

上、日本ジオパークを５地域以上認定するための支援活動を行い、地域振興に貢献

する。 

 

４-（２） 緊急地質調査、研究の実施 

地震、火山噴火等の自然災害時には緊急の対応が求められることから、災害発生

時やその予兆発生時には、社会的要請に応じて緊急の地質調査を速やかに実施す

る。具体的には、想定東海地震の観測情報等発令時、国内の震度６強以上を記録し

た地震、又は M６．８以上の内陸地震及び人的被害の想定される火山噴火のすべて

に対応する。すべての緊急調査について、ホームページ上で情報公開する。 

 

５．国際研究協力の強化、推進 

産総研がこれまでに蓄積した知見及び経験を活かし、アジア太平洋地域及びアフ

リカを中心とした地質に関する各種の国際組織及び国際研究計画における研究協力

を積極的に推進する。地質災害の軽減、資源探査、環境保全等に関する国際的な動

向及び社会的、政策的な要請を踏まえ、プロジェクトの立案、主導を行う。 

 

５-（１） 国際研究協力の強化、推進 

産総研がこれまでに蓄積してきた知見及び経験を活かし、アジア、アフリカ、南米

地域を中心とした地質に関する各種の国際研究協力を積極的に推進する。地質情報

の整備、地質災害の軽減、資源探査や環境保全等に関する研究プロジェクトを国際

組織及び国際研究計画を通して推進する。東・東南アジア地球科学計画調整委員会

（CCOP）の総会・管理理事会に毎年参加するとともに、CCOP プロジェクトを実施する。



 75 

統合国際深海掘削計画（IODP）や OneGeology（全地球地質図ポータル）、世界地質

図委員会（CGMW）等の国際プロジェクトにおいて、アジアの地質図編集やデータ整

備等について貢献する。 

産総研が事務局を担当する日本ジオパーク委員会でジオパーク審査標準を構築し、

アジア地域を中心にジオパーク活動を普及させる。アジア太平洋ジオパークネットワ

ーク（APGGN）・世界ジオパークネットワーク（GGN）の活動に貢献する。 
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別表３ 計量の標準（計量標準の設定・供給による産業技術基盤、社会安全基盤の

確保） 

 

我が国経済活動の国際市場での円滑な発展、国内産業の競争力の維持、強化、

グリーン・イノベーション及びライフ・イノベーションの実現に貢献するため、計量の標

準の設定、計量器の検定、検査、研究、開発、維持、供給及びこれらに関連する業務、

並びに計量に関する教習を行う。その際、メートル条約及び国際法定計量機関を設

立する条約の下、計量標準と法定計量に関する国際活動において我が国を代表す

る職務を果たす。 

具体的には、産業構造審議会産業技術分科会、日本工業標準調査会合同会議知

的基盤整備特別委員会の方針、見直し等を踏まえて、計量標準に関する整備計画を

年度毎に改訂し、同計画に基づき計量標準の開発、維持、供給を行う。計量標準、法

定計量に関して国際基準に適合した供給体制を構築して運営し、国家計量標準と発

行する校正証明書及び法定計量の試験結果の国際相互承認を進めるとともに、我が

国の供給体系の合理化を進める。特に、新規の整備及び高度化対象となる計量標

準に関しては、先端技術の研究開発や試験評価方法の規格化と連携して一体的に

開発を進める等、迅速に整備し、供給を開始する。また、我が国の法定計量の施策と、

計量標準の戦略的活用に関して、経済産業省の政策の企画、立案に対して技術的

支援を行う。 

 

１．新たな国家計量標準の整備 

新たに必要となる国家計量標準を迅速に開発、整備し、供給を開始する。具体的

にはグリーン・イノベーションの実現に必要な省エネルギー技術や新燃料等の開発、

評価を支える計量標準の開発を行う。また、ライフ・イノベーションの実現に必要とな

る医療診断、食品安全性、環境評価等を支える計量標準の開発を行う。さらにナノデ

バイスやロボット利用技術等、我が国の技術革新や先端産業の国際競争力を支える

計量標準の開発を行う。新たな開発を行う標準の選定にあたっては、整備計画の改

訂に従い、技術ニーズや社会ニーズを迅速に反映させる。また、国際規格や法規制

に対応した計量標準を整備し、我が国の円滑な国際通商を支援する。 

 

１-（１） グリーン・イノベーションの実現を支える計量標準の整備 

グリーン・イノベーションの推進に必要な計量標準の早急な開発、整備を行い、供

給を開始する。具体的には、水素エネルギー、燃料電池等の貯蔵技術、利用技術の

推進、省エネルギー・エネルギー効率化技術の開発を支援する計量標準の開発、整

備を行い、供給を開始する。また、バイオマス系資源の品質管理や安定性評価に必
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要な標準物質、資源再利用システムの信頼性評価に必要な標準物質をニーズに即

応した開発、整備を行い、供給を開始する。 

 

１-（１）-① 新エネルギー源の利用に資する計量標準 

水素エネルギー、燃料電池及び電力貯蔵キャパシタの利用に必要な気体流量標

準、気体圧力標準、電気標準、燃料分析用標準液等について、新たに４種類の標準

を開発、整備し、供給を開始する。 

 

１-（１）-② 省エネルギー技術の開発と利用に資する計量標準 

運輸システム、オフィス、住宅、ビル、工場等における省エネルギー技術開発に必

要な高周波電気標準、光放射標準、熱流密度標準等について、新たに７種類の標準

を開発、整備し、供給を開始する。 

 

１-（１）-③ バイオマス資源の利用技術に資する計量標準 

バイオガソリン、バイオディーゼル等、バイオマス資源の品質管理、成分分析、安

定性評価等利用技術に必要となる標準物質について、新たに５種類開発、整備し、

供給を開始する。 

 

１-（１）-④ 資源再利用システムの信頼性評価に資する計量標準 

電気・電子機器の廃棄及び製品のリサイクル並びにこれらに係る規制・指令

（REACH規制、WEEE指令等）に対応するため、資源再利用システムの信頼性を評価、

分析する上で必要となる標準物質について、新たに２種類開発、整備し、供給を開始

する。 

 

１-（２） ライフ・イノベーションの実現を支える計量標準の整備 

ライフ・イノベーションの推進に必要な計量標準の早急な開発、整備を行い、供給

を開始する。具体的には、先進医療機器の開発、標準化に資する計量標準及び予防

を重視する健康づくりに不可欠な臨床検査にかかわる計量標準の開発、整備を行い、

供給を開始する。また、生活に直結する食品の安全性や生活環境の健全性確保に

資するため、食品分析にかかわる計量標準、有害化学物質の分析にかかわる計量

標準の開発、整備を行い、供給を開始する。 

 

１-（２）-① 医療の信頼性確保に資する計量標準 

医療の信頼性確保のため、超音波診断装置、放射線治療機器等の先進医療機器

の開発、利用に必要な超音波標準、放射線標準等について、新たに４種類の標準を
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開発、整備し、供給を開始する。また、医療現場における医療診断、臨床検査に不可

欠な標準物質について、新たに４種類開発、整備し、供給を開始する。 

 

１-（２）-② 食品の安全性確保に資する標準物質 

食品の安全性確保及び食品に係る各種法規制、国際規格（食品衛生法、薬事法、

米国 FDA 規制、国際食品規格（コーデックス規格）等）に対応するため、基準検査項

目の分析に必要となる標準物質について、新たに４種類開発、整備し、供給を開始す

る。 

 

１-（２）-③ 生活環境の健全性確保に資する計量標準 

国民の生活環境の健全性を確保するため、大気汚染ガス、地球温暖化ガス、有害

ガス等の分析、評価、測定等に必要となる標準物質について、新たに９種類開発、整

備し、供給を開始する。 

 

１-（３） 産業の国際展開を支える計量標準の整備 

我が国産業の国際通商を円滑に実施するために必要な国際規格、法規制に対応

する計量標準の開発、整備を行い、供給を開始する。特に、移動体通信機器の電磁

波規制にかかわる計量標準を重点的に整備する。また、ナノデバイス、ナノ材料やロ

ボット分野において、我が国産業の国際競争力を支援し、国際的な市場展開を支え

る基盤的計量標準の開発、整備を行い、供給を開始する。 

 

１-（３）-① 国際通商を支援する計量標準 

我が国産業の国際通商を支援するため、電磁波不干渉性及び耐性（EMC）規制等

の国際規格、法規制に対応する計量標準について、新たに１０種類開発、整備し、供

給を開始する。 

 

１-（３）-② ナノデバイス、ナノ材料の開発と利用に資する計量標準 

ナノデバイス、ナノ材料の技術開発と利用に資する計量標準として、ナノスケール

の半導体デバイス製造に不可欠な線幅標準、ナノ粒子の機能及び特性評価やナノ

粒子生産現場の環境モニタリングのための粒径標準、ナノ機能材料の分析、評価に

必要な標準物質等について、新たに１０種類の標準を開発、整備し、供給を開始す

る。 

 

１-（３）-③ ロボットシステム利用の安全性確保に資する計量標準 
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ロボットシステム利用における安全性確保に資するため、機能安全設計の信頼性

向上に必要な力学標準、振動標準等について、新たに３種類の標準を開発、整備し、

供給を開始する。 

 

２．国家計量標準の高度化 

国家計量標準を確実に維持、供給するために必要な国際比較への参加、品質シ

ステムの構築を行う。同時に、ニーズに即した範囲の拡大や不確かさ低減等の高度

化を、計量標準に関する整備計画に即して行う。また、産総研の校正技術の校正事

業者への技術移転を進め、校正事業者が供給する校正範囲の拡張を進めると同時

に、校正事業者の校正能力を確保するための認定審査を技術面から支援する。さら

に、産業現場まで計量トレーサビリティを普及する校正技術の開発や、トレーサビリテ

ィ体系の合理化を行うことで、校正コストの低減や利便性の向上を実現する。国家計

量標準の供給体制について選択と集中や合理化の視点から見直しを行い、計量標

準政策への提言としてまとめる。計量標準に関する整備計画の改訂に必要な調査と

分析を行い、策定した整備計画についての情報発信を行う。 

 

２-（１） 国家計量標準の維持、供給 

国家計量標準を維持管理し、JCSS（計量法に基づく校正事業者登録制度）や依頼

試験に基づく校正サービス、標準物質等の供給を行う。また、ISO/IEC17025 等校正

業務の管理に関する国際規格に適合する品質システムを構築、運用し、品質システ

ムに則した標準供給を行う。国際相互承認に係る技術能力（Calibration and 

Measurement Capability: CMC）の登録の維持、追加申請（国際基準への適合性確

保）に必要となるピアレビューを実施し、国際比較（基幹比較、補完比較、多国間比較、

二国間比較等）へ参加する。 

 

２-（２） 国家計量標準の高度化、合理化 

より高度な技術ニーズや社会ニーズに対応するため、供給を開始した計量標準の

高度化、合理化を進める。特に、省エネルギー技術の推進、産業現場計測器の信頼

性確保及び中小企業の技術開発力の向上を支援する計量標準について、供給範囲

の拡張、不確かさの低減等の高度化を行うとともに技術移転等による供給体系の合

理化を行う。 

 

２-（２）-① 省エネルギー技術の利用を支援する計量標準 

省エネルギー機器の開発と利用の推進に不可欠な計量標準として、１２種類の標

準について、供給範囲の拡張、技術移転等を行う。 
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２-（２）-② 産業現場計測器の信頼性確保に資する計量標準 

産業現場計測器の信頼性を確保するため、品質管理、認証、認定等に必要となる

計量標準として、５０種類の標準について供給範囲の拡張、技術移転等を行う。 

 

２-（２）-③ 中小企業の技術開発力向上に資する計量標準 

中小企業の技術開発力の向上に不可欠な計量標準として、９種類の標準について、

供給範囲の拡張、技術移転等を行う。 

 

２-（３） 計量標準政策に関する調査と技術支援 

我が国の計量関係団体、機関への参画や、計量標準総合センター(NMIJ)計測クラ

ブの運営を通じて、計量トレーサビリティ体系に関するニーズ調査や分析を行う。その

成果に基づき、政府の計量トレーサビリティ施策に対する技術的支援を、知的基盤整

備特別委員会や計量行政審議会等を通じて行う。 

 

２-（４） 計量標準供給制度への技術支援 

JCSS（計量法に基づく校正事業者登録制度）等において、事業者認定のための技

術審査、技能試験の実施、技術的な指針やガイド等の審査基準文書作成を通して計

量標準供給制度の運用に関する技術支援を行い、JCSS 等の普及及び拡大に貢献

する。 

 

２-（５） 計量トレーサビリティ体系の高度化、合理化 

産業現場やサービス産業への計量トレーサビリティの普及を図るため、校正のコス

ト低減や効率性向上に必要な技術を自ら開発又は業界との連携の下で開発を行うと

ともに、開発した技術を適用した校正等を実施する。新たな供給方法として、産業現

場で直接校正可能な技術等の開発を行い、トレーサビリティ体系の合理化を図る。 

 

３．法定計量業務の実施と関連する工業標準化の推進 

法定計量業務について、品質管理の下に適正な試験検査、承認業務を実施する。

特定計量器の利用状況の調査等を通して計量行政を支援するとともに、計量器の信

頼性を検証するための適合性評価システムの整備・普及を促進する。 

 

３-（１） 法定計量業務の実施と法定計量政策の支援 

特定計量器の基準器検査、型式承認試験、型式承認審査等の技術的な試験検査

業務を国際標準に基づく品質管理の下に適正に実施する。さらに特定計量器の技術

規格整備や法定計量体系の高度化、合理化、国際化等の政策課題に関して、利用

者、製造事業者及び民間認証機関への調査を通して、計量行政への支援を行う。 
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３-（２） 適合性評価技術の開発と工業標準化への取組 

特定計量器について、技術基準の国際整合化を図り、その技術基準に基づき製造

される特定計量器の新たな適合性評価技術の開発、整備を行う。また、一般計測、

分析器及びそれが生み出す測定結果の信頼性を評価する技術の開発を行い、評価

基準の作成、普及を図る。さらに、一般計測器、分析器の内蔵ソフトウェア、計測器モ

ジュールの評価技術基準を作成し、普及を図る。 

 

４．国際計量標準への貢献 

計量にかかわる国内の技術動向の調査に基づいて、計量標準、法定計量に関連

する国際活動に主導的に参画する。特に我が国の技術を反映した計量システムや先

進的な計量標準を諸外国に積極的に普及させるとともに、メートル条約と法定計量機

関を設立する条約の下、メンバー国と協調して国際計量標準への寄与に努める。ま

た、二国間 MOU（技術協力覚書）の締結、維持により、製品の認証に必要となる計量

標準の同等性を確保し、特定の計量器の適合性評価結果の受入れを可能にするた

めの国際協力を行う。 

 

４-（１） 次世代計量標準の開発 

国際計量標準の構築において我が国の優位性を発揮するため、秒の定義やキロ

グラムの定義等を改定する革新的な計量標準の開発を世界に先駆けて行う。その成

果を国際度量衡委員会(CIPM)、同諮問委員会、作業部会等を通して国際計量標準

に反映させる。また、環境、医療、ナノテクノロジー、バイオテクノロジー、エネルギー

関連等の先端産業技術を支援する戦略的な計量標準に関しては、先進国の計量標

準研究所との競争と協調の下に効率的に開発を進める。 

 

４-（２） 計量標準におけるグローバルな競争と協調 

国家計量標準の同等性に関する国際相互承認体制（MRA）及び計量器の技術基

準の同等性に関する国際相互受入れ取決め（MAA）を発展させる活動に率先して取

り組む。具体的にはメートル条約に係る国際機関、地域機関において技術委員会の

主査を務める等、主導的な活動を行う。また、国際貢献の観点から通商の基盤となる

計量標準確立への途上国支援を行う。 

 

４-（３） 計量標準分野における校正、法定計量分野における適合性評価の国際協

力の展開 



 82 

製品の認証に必要となる計量標準の同等性を確保し、特定の計量器における適

合性評価結果の受入れを可能にするための調査、技術開発を行う。また、受入れに

必要となる二国間 MOU（技術協力覚書）の締結、維持等の国際協力を行う。 

 

５．計量の教習と人材の育成 

法定計量業務に対応できるよう、国内の法定計量技術者の技術力向上を図るため

の教習を企画、実施する。公的機関、産業界及び開発途上諸国の計量技術者に対し、

計量標準技術と品質システムの研修を行い、人材育成を行う。 

 

５-（１） 計量の教習 

計量法に基づき、計量研修センターと計測標準研究部門を中核として法定計量の

教習を企画、実施して、国内の法定計量技術者の技術力向上を図る。 

 

５-（２） 計量の研修と計量技術者の育成 

計量にかかわる公的機関、産業界及びアジア諸国の技術者を対象として、啓発、

教育、技術トレーニング等の人材育成プログラムの開発を行い、人材育成を行う。ま

た、計量技術者の自発的な成長を促進するため、計量技術に関する情報について体

系的に整理を行い、公開する。 
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《別表４》予算

中期目標期間：平成２２～２６年度予算
（単位：百万円）
金　　額

収入
運営費交付金 303,521
施設整備費補助金 61,891
受託収入 74,346

うち国からの受託収入 1,829
　　その他からの受託収入 72,517

その他収入 20,632

計 460,389
支出

業務経費 273,530
うち鉱工業科学技術研究開発関係費 197,945
　　地質関係費 22,302
　　計量関係費 29,555
　　技術指導及び成果の普及関係費 23,727

施設整備費 61,891

受託経費 64,273
うち特許生物寄託業務関係経費受託 430
　　原子力関係経費受託 494
　　地球環境保全等試験研究関係経費受託 719
　　その他受託 62,629

間接経費 60,696

計 460,389

：１３３，７９３百万円

区　　　　別

注１： 「金額」欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合
致しないものがある。

注２： 運営費交付金の見積もりについては、効率化係数（業務経費△１％、一般管理費△３％）、消費
者物価指数±０％、政策係数±０％と仮定した場合における試算結果である。
受託収入及びその他収入の見積もりについては、毎年度＋３％と仮定した場合における試算結果
である。

［人件費の見積］中期目標期間中の総人件費改革対象の常勤役職員の人件費総額見込み

　なお、総人件費改革対象の常勤役職員の人件費総額見込みと総人件費改革の取組の削減対象と
なる受託研究費等により雇用される任期付研究員の人件費との合計額は１３７，６０２百万円で
ある。（受託業務等の獲得状況により増減があり得る。）

　ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者給与及
び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用である。

注３： 運営費交付金収入及び業務経費には、平成２３年度補正予算（第３号）により追加的に措置され
た東日本大震災からの復興のための、革新的再生可能エネルギー研究開発事業、研究設備・機器
の復旧及び巨大地震・津波災害に伴うリスク評価のための複合的な地質調査に係る事業費が含ま
れている。

注４： 平成２４年３月３１日限りで特許生物の寄託に関する業務及びブダペスト条約に基づき世界知的
所有権機関（WIPO）により認定された国際寄託業務等の全部を廃止し、同年４月１日から独立行
政法人製品評価技術基盤機構が当該業務を承継することに伴い、当該業務に係る受託収入、その
他収入、業務経費、受託経費及び間接経費については、平成２４年度以降は計上していない。
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≪別表５≫収支計画

中期目標期間：平成２２～２６年度収支計画
（単位：百万円）
金　　額

費用の部 395,761
経常費用 395,761

鉱工業科学技術研究開発業務費 186,297
地質業務費 21,049
計量業務費 27,751
技術指導及び成果の普及業務費 22,377
受託業務費 47,361
間接経費 56,278
減価償却費 34,564
退職手当引当金繰入 85

財務費用 0
支払利息 0

臨時損失 0
固定資産除却損 0

収益の部 398,285
運営費交付金収益 287,991
国からの受託収入 1,829
その他の受託収入 72,517
その他の収入 20,632
寄付金収益 0
資産見返負債戻入 15,316
財務収益 0

受取利息 0
臨時利益 0

固定資産売却益 0

純利益 2,524
目的積立金取崩額 0

総利益 2,524

区　　　　別

注１： 「金額」欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合
致しないものがある。

注２： 退職手当については、受託費中に退職手当引当金が計上されている場合を除き、その全額につい
て、運営費交付金を財源とするものと想定している。
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≪別表６≫資金計画

中期目標期間：平成２２～２６年度資金計画
（単位：百万円）
金　　額

資金支出 460,389
業務活動による支出 361,197

鉱工業科学技術研究開発業務費 186,297
地質業務費 21,049
計量業務費 27,751
技術指導及び成果の普及業務費 22,377
受託業務費 47,446
その他の支出 56,278

投資活動による支出 99,192
有形固定資産の取得による支出 99,192
施設費の精算による返還金の支出 0

財務活動による支出 0
短期借入金の返済による支出 0

次期中期目標期間繰越金 0

資金収入 460,389
業務活動による収入 398,498

運営費交付金による収入 303,521
国からの受託収入 1,829
その他の受託収入 72,517
その他の収入 20,632
寄付金収入 0

投資活動による収入 61,891
有形固定資産の売却による収入 0
施設費による収入 61,891
その他の収入 0

財務活動による収入 0
短期借り入れによる収入 0

前年度よりの繰越金 0

区　　　　別

注： 「金額」欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合
致しないものがある。

 

 


